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承第６号 

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和５

年１１月１４日別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報

告し、承認を求める。 

令和５年１１月２９日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人 
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令和５年度美濃加茂市介護保険会計補正予算（第２号） 

令和５年度美濃加茂市の介護保険会計補正予算（第２号）は、次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，７２１千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ４，２８２，９８５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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議第６９号 

   美濃加茂市監査委員条例及び美濃加茂市水道事業及び下水道事業の設

置等に関する条例の一部を改正する条例について 

 美濃加茂市監査委員条例及び美濃加茂市水道事業及び下水道事業の設置等に関す

る条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

  令和５年１１月２９日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

記 

   美濃加茂市監査委員条例及び美濃加茂市水道事業及び下水道事業の設置等に

関する条例の一部を改正する条例 

 （美濃加茂市監査委員条例の一部改正） 

第１条 美濃加茂市監査委員条例（昭和３９年美濃加茂市条例第８号）の一部を次

のように改正する。 

改正後 改正前 

（請求又は要求による監査） （請求又は要求による監査） 

第３条 監査委員は、法第７５条第１項、第９

８条第２項、第２４２条第１項又は第２４３

条の２の８第３項（地方公営企業法（昭和２

７年法律第２９２号。以下「公企法」という。）

第３４条の規定により準用する場合を含

む。）の規定による監査の請求又は法第１９

９条第６項若しくは第７項、第２３５条の２

第２項又は公企法第２７条の２第１項の規

定による監査の要求があつたときは、当該監

査の請求又は要求を受理した日から７日以

内に監査に着手しなければならない。ただ

し、やむを得ない事情があると認められると

きは、この限りでない。 

第３条 監査委員は、法第７５条第１項、第９

８条第２項、第２４２条第１項又は第２４３

条の２の２第３項（地方公営企業法（昭和２

７年法律第２９２号。以下「公企法」という。）

第３４条の規定により準用する場合を含

む。）の規定による監査の請求又は法第１９

９条第６項若しくは第７項、第２３５条の２

第２項又は公企法第２７条の２第１項の規

定による監査の要求があつたときは、当該監

査の請求又は要求を受理した日から７日以

内に監査に着手しなければならない。ただ

し、やむを得ない事情があると認められると

きは、この限りでない。 

 （美濃加茂市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第２条 美濃加茂市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和４２年美
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濃加茂市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第６条 法第３４条において準用する地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条

の２の８第８項の規定により水道事業及び

下水道事業の業務に従事する職員の賠償責

任の免除について議会の同意を得なければ

ならない場合は、当該賠償責任に係る賠償額

が５万円以上である場合とする。 

第６条 法第３４条において準用する地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条

の２の２第８項の規定により水道事業及び

下水道事業の業務に従事する職員の賠償責

任の免除について議会の同意を得なければ

ならない場合は、当該賠償責任に係る賠償額

が５万円以上である場合とする。 

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議第７０号 

   美濃加茂市部設置条例の一部を改正する条例について 

 美濃加茂市部設置条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

  令和５年１１月２９日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

                  記 

美濃加茂市部設置条例の一部を改正する条例 

美濃加茂市部設置条例（平成１２年美濃加茂市条例第１号）の一部を次のように

改正する。

改正後 改正前 

（設置） （設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第１５８条第１項の規定により、市長の

権限に属する事務を分掌させるため、次の部

を置く。 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第１５８条第１項の規定により、市長の

権限に属する事務を分掌させるため、次の部

を置く。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

 (5) 都市政策部 

(5)～(7) （略） (6)～(8) （略） 

（事務分掌） （事務分掌） 

第２条 部の主な事務分掌は、次のとおりとす

る。 

第２条 部の主な事務分掌は、次のとおりとす

る。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 市民福祉部 (3) 市民福祉部 

ア～カ （略） ア～カ （略） 

キ 戸籍及び住民基本台帳に関すること。

(4) （略） (4) （略） 

 (5) 都市政策部 
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ア 都市計画に関すること。 

 イ 立地適正化計画に関すること。 

 ウ 住宅政策に関すること。 

 エ 開発指導に関すること。 

 オ 土地区画整理に関すること。 

 カ 企業誘致に関すること。 

(5) 建設水道部 (6) 建設水道部 

ア・イ （略） ア・イ （略） 

ウ 都市計画に関すること。 

エ 立地適正化計画に関すること。 

オ 住宅政策に関すること。 

カ 開発指導に関すること。 

キ 土地区画整理に関すること。 

ク 企業誘致に関すること。 

(6) 総務部 (7) 総務部 

ア～ケ （略） ア～ケ （略） 

 コ 戸籍及び住民基本台帳に関すること。

(7) （略） (8) （略） 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （美濃加茂市中部台地住居地域地区計画及び工業地域地区計画の区域内における

建築物の制限に関する条例の一部改正） 

２ 美濃加茂市中部台地住居地域地区計画及び工業地域地区計画の区域内における

建築物の制限に関する条例（平成１３年美濃加茂市条例第１３号）の一部を次の

ように改正する。 

改正後 改正前 

（建築審議会） （建築審議会） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２～１２ （略） ２～１２ （略） 

１３ 建築審議会の庶務は、建設水道部都市計 １３ 建築審議会の庶務は、都市政策部都市計
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画課において行う。 画課において行う。 
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議第７１号 

美濃加茂市附属機関の設置に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

美濃加茂市附属機関の設置に関する条例の一部を改正する条例を下記のとおり制

定する。 

  令和５年１１月２９日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

                  記 

美濃加茂市附属機関の設置に関する条例の一部を改正する条例 

 （美濃加茂市附属機関の設置に関する条例の一部改正） 

第１条 美濃加茂市附属機関の設置に関する条例（平成２３年美濃加茂市条例第２

号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

別表（第１条―第４条関係） 別表（第１条―第４条関係） 

１ 市長の附属機関 １ 市長の附属機関 

附属機関名 所掌事項 委員の

構成 

委員の

定数 

委員の

任期 

（略） 

美濃加茂市

行政不服審

査会（行政

不服審査法

（平成２６

年法律第６

８号）第８

１条第２項

に基づく。） 

行政不服

審査法第

８１条第

２項の規

定に基づ

き、同法の

規定によ

りその権

限に属さ

せられた

事項の処

（略） 審議事

項の諮

問を受

けてか

ら答申

を行う

まで 

附属機関名 所掌事項 委員の

構成 

委員の

定数 

委員の

任期 

（略） 

美濃加茂市

行政不服審

査会（行政

不服審査法

（平成２６

年法律第６

８号）第８

１条第１項

に基づく。） 

行政不服

審査法第

８１条第

１項の規

定に基づ

き、同法の

規定によ

りその権

限に属さ

せられた

事項の処

（略） ２年 
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理に関す

ること。 

（略） 

理に関す

ること。 

（略） 

２ 教育委員会の附属機関 ２ 教育委員会の附属機関 

（略） （略） 

第２条 美濃加茂市附属機関の設置に関する条例の一部を次のように改正する。

改正後 改正前 

別表(第１条―第４条関係) 別表(第１条―第４条関係) 

１ 市長の附属機関 １ 市長の附属機関 

（略） （略） 

２ 教育委員会の附属機関 ２ 教育委員会の附属機関 

附属機関

名 

所掌事

項 

委員の構

成 

委員の

定数 

委員の

任期 

（略） 

美濃加

茂市学

校給食

食物ア

レルギ

ー対応

方針策

定委員

会 

（略） 

美濃加

茂市学

校検尿

判定委

員会 

学校で

実施す

る検尿

の結果

判定に

関する

こと。 

加 茂 医

師 会 所

属 の 医

師 

３ 人

以内 

３年 

附属機関

名 

所掌事

項 

委員の構

成 

委員の

定数 

委員の

任期 

（略） 

美濃加

茂市学

校給食

食物ア

レルギ

ー対応

方針策

定委員

会 

（略） 

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。ただし、第２条及び次項の規定

は、令和６年４月１日から施行する。
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（美濃加茂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）

２ 美濃加茂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和４２年

美濃加茂市条例第１０号）の一部を次のように改正する。

改正後 改正前 

別表（第２条、第５条関係) 別表（第２条、第５条関係） 

区分 根拠と

なる法

律、条

例等 

報酬の額 費用

弁償 

（略） （略） （略） （略） 

美濃加

茂市学

校給食

食物ア

レルギ

ー対応

方針策

定委員

会委員 

美濃加

茂市学

校検尿

判定委

員会委

員 

日額 １６，０

００円（職務の

時間が２時間以

上４時間未満の

場合は８，００

０円、２時間未

満の場合は４，

０００円）。た

だし、仮判定を

行った委員につ

いては、１件当

たり５００円を

加算する。 

美濃加

茂市高

齢者施

（略） 

区分 根拠と

なる法

律、条

例等 

報酬の額 費用

弁償 

（略） （略） （略） （略） 

美濃加

茂市学

校給食

食物ア

レルギ

ー対応

方針策

定委員

会委員 

美濃加

茂市高

齢者施

（略） 
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策等運

営協議

会委員 

（略） 

策等運

営協議

会委員 

（略） 
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議第７２号 

美濃加茂市印鑑条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市印鑑条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

  令和５年１１月２９日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

                  記 

美濃加茂市印鑑条例の一部を改正する条例 

美濃加茂市印鑑条例（昭和５０年美濃加茂市条例第２号）の一部を次のように改

正する。 

改正後 改正前 

（多機能端末機による印鑑登録証明書の申

請及び交付） 

（多機能端末機による印鑑登録証明書の申

請及び交付） 

第１０条の２ 前条の規定にかかわらず、印鑑

の登録を受けている者は、多機能端末機（地

方公共団体情報システム機構の使用に係る

電子計算機を経由して市の使用に係る電子

計算機と電気通信回線で接続された通信端

末機で、当該端末機の操作により証明書を発

行する機能を有するものをいう。）に、個人

番号カード（電子署名等に係る地方公共団体

情報システム機構の認証業務に関する法律

（平成１４年法律第１５３号。以下「公的個

人認証法」という。）第２２条第１項に規定

する個人番号カード用利用者証明用電子証

明書が記録されているものに限る。）又は移

動端末設備（電気通信事業法（昭和５９年法

律第８６号）第１２条の２第４項第２号ロに

規定する移動端末設備であって、公的個人認

証法第３５条の２第１項に規定する移動端

第１０条の２ 前条の規定にかかわらず、印鑑

の登録を受けている者は、多機能端末機（地

方公共団体情報システム機構の使用に係る

電子計算機を経由して市の使用に係る電子

計算機と電気通信回線で接続された通信端

末機で、当該端末機の操作により証明書を発

行する機能を有するものをいう。）に、個人

番号カード及び暗証番号（電子署名等に係る

地方公共団体情報システム機構の認証業務

に関する法律（平成１４年法律第１５３号）

第２条第５項に規定する利用者証明利用者

符号を利用するために用いるものとして設

定された暗証番号をいう。）を使用して必要

な事項を入力することにより、印鑑登録証明

書の交付を申請し、その交付を受けることが

できる。 
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末設備用利用者証明用電子証明書が記録さ

れているものに限る。）を使用し、暗証番号

（公的個人認証法第２条第５項に規定する

利用者証明利用者符号を利用するために用

いるものとして設定された暗証番号をい

う。）その他必要な事項を入力することによ

り、印鑑登録証明書の交付を申請し、その交

付を受けることができる。 

附 則 

この条例は、令和６年１月１日から施行する。 
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議第７３号 

美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正す

る条例について 

 美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例を下

記のとおり制定する。 

  令和５年１１月２９日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

記 

   美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例 

 （美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

第１条 美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２６年美濃加

茂市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（給与条例の適用除外等） （給与条例の適用除外等） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第１９

条の２第１項及び第２０条第２項の規定の

適用については、給与条例第１９条の２第１

項中「管理職員が」とあるのは「管理職員（美

濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関

する条例（平成２６年美濃加茂市条例第２

号）第７条第１項に規定する特定任期付職員

を含む。）」と、給与条例第２０条第２項中「１

００分の１２０」とあるのは「６月に支給す

る場合においては１００分の１６５、１２月

に支給する場合においては１００分の１７

５」とする。 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第１９

条の２第１項及び第２０条第２項の規定の

適用については、給与条例第１９条の２第１

項中「管理職員が」とあるのは「管理職員（美

濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関

する条例（平成２６年美濃加茂市条例第２

号）第７条第１項に規定する特定任期付職員

を含む。）」と、給与条例第２０条第２項中「１

００分の１２０」とあるのは「１００分の１

６５」とする。 

別表（第７条関係） 別表（第７条関係） 

  特定任期付職員給料表   特定任期付職員給料表 
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号給 給料月額 

１ ３８０，０００

２ ４２７，０００

３ ４７７，０００

４ ５３９，０００

５ ６１５，０００

６ ７１８，０００

号給 給料月額 

１ ３７６，０００

２    ４２２，０００

３ ４７２，０００

４ ５３３，０００

５ ６０８，０００

６ ７１０，０００

第２条 美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を次のように

改正する。 

改正後 改正前 

（給与条例の適用除外等） （給与条例の適用除外等） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第１９

条の２第１項及び第２０条第２項の規定の

適用については、給与条例第１９条の２第１

項中「管理職員が」とあるのは「管理職員（美

濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関

する条例（平成２６年美濃加茂市条例第２

号）第７条第１項に規定する特定任期付職員

を含む。）」と、給与条例第２０条第２項中「１

００分の１２０」とあるのは「１００分の１

７０」とする。 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第１９

条の２第１項及び第２０条第２項の規定の

適用については、給与条例第１９条の２第１

項中「管理職員が」とあるのは「管理職員（美

濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関

する条例（平成２６年美濃加茂市条例第２

号）第７条第１項に規定する特定任期付職員

を含む。）」と、給与条例第２０条第２項中「１

００分の１２０」とあるのは「６月に支給す

る場合においては１００分の１６５、１２月

に支給する場合においては１００分の１７

５」とする。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和６年４月

１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の美濃加茂市一般職の任期付職員の採用等に関する

条例（以下「任期付職員条例」という。）の規定は、令和５年４月１日から適用す

る。 

（給与の内払） 

３ 第１条の規定による改正後の任期付職員条例の規定を適用する場合においては、

同条の規定による改正前の任期付職員条例の規定に基づいて支給された給与は、
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同条の規定による改正後の任期付職員条例の規定による給与の内払とみなす。 
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議第７４号 

美濃加茂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例

の一部を改正する条例について 

美濃加茂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改

正する条例を下記のとおり制定する。 

  令和５年１１月２９日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

記 

   美濃加茂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部

を改正する条例 

 （美濃加茂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部改

正） 

第１条 美濃加茂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（昭

和４２年美濃加茂市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日現

在（同項後段に規定する者にあつては、任期

満了、辞職、失職、除名、死亡又は議会の解

散による任期終了の日現在）において同項に

規定するものが受けるべき報酬月額及びそ

の額に１００分の２０を乗じて得た額の合

計額に、６月に支給する場合においては１０

０分の２２０、１２月に支給する場合におい

ては１００分の２３０を乗じた額に、基準日

以前におけるその者の在職期間の区分に応

じて、美濃加茂市職員の給与に関する条例

（昭和２９年美濃加茂市条例第２３号）の規

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日現

在（同項後段に規定する者にあつては、任期

満了、辞職、失職、除名、死亡又は議会の解

散による任期終了の日現在）において同項に

規定するものが受けるべき報酬月額及びそ

の額に１００分の２０を乗じて得た額の合

計額に、１００分の２２０を乗じた額に、基

準日以前におけるその者の在職期間の区分

に応じて、美濃加茂市職員の給与に関する条

例（昭和２９年美濃加茂市条例第２３号）の

規定により期末手当を受ける職員（以下「一

般職の職員」という。）の例により一定の割
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定により期末手当を受ける職員（以下「一般

職の職員」という。）の例により一定の割合を

乗じて得た額とする。 

合を乗じて得た額とする。 

第２条 美濃加茂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一

部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日現

在（同項後段に規定する者にあつては、任期

満了、辞職、失職、除名、死亡又は議会の解

散による任期終了の日現在）において同項に

規定するものが受けるべき報酬月額及びそ

の額に１００分の２０を乗じて得た額の合

計額に、１００分の２２５を乗じた額に、基

準日以前におけるその者の在職期間の区分

に応じて、美濃加茂市職員の給与に関する条

例（昭和２９年美濃加茂市条例第２３号）の

規定により期末手当を受ける職員（以下「一

般職の職員」という。）の例により一定の割合

を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日現

在（同項後段に規定する者にあつては、任期

満了、辞職、失職、除名、死亡又は議会の解

散による任期終了の日現在）において同項に

規定するものが受けるべき報酬月額及びそ

の額に１００分の２０を乗じて得た額の合

計額に、６月に支給する場合においては１０

０分の２２０、１２月に支給する場合におい

ては１００分の２３０を乗じた額に、基準日

以前におけるその者の在職期間の区分に応

じて、美濃加茂市職員の給与に関する条例

（昭和２９年美濃加茂市条例第２３号）の規

定により期末手当を受ける職員（以下「一般

職の職員」という。）の例により一定の割合を

乗じて得た額とする。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和６年４月

１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の美濃加茂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期

末手当に関する条例（以下「議員報酬条例」という。）の規定は、令和５年１２月

１日から適用する。 

（期末手当の内払） 

３ 第１条の規定による改正後の議員報酬条例の規定を適用する場合においては、

同条の規定による改正前の議員報酬条例の規定に基づいて支給された期末手当は、

同条の規定による改正後の議員報酬条例の規定による期末手当の内払とみなす。 
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議第７５号 

   美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 

 美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定す

る。 

  令和５年１１月２９日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

記 

   美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 （美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 美濃加茂市職員の給与に関する条例（昭和２９年美濃加茂市条例第２３号）

の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（給料） （給料） 

第２条 給料は、美濃加茂市職員の勤務時間、

休暇等に関する条例（平成７年美濃加茂市条

例第２号。以下「勤務時間条例」という。）第

８条第１項に規定する正規の勤務時間（以下

単に「正規の勤務時間」という。）による勤務

に対する報酬であつて、この条例に定める初

任給調整手当、管理職手当、扶養手当、地域

手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、

特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手

当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員特

別勤務手当、期末手当、勤勉手当、災害派遣

手当、武力攻撃災害等派遣手当及び特定新型

インフルエンザ等対策派遣手当を除いたも

のとする。 

第２条 給料は、美濃加茂市職員の勤務時間、

休暇等に関する条例（平成７年美濃加茂市条

例第２号。以下「勤務時間条例」という。）第

８条第１項に規定する正規の勤務時間（以下

単に「正規の勤務時間」という。）による勤務

に対する報酬であつて、この条例に定める初

任給調整手当、管理職手当、扶養手当、地域

手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、

特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手

当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員特

別勤務手当、期末手当、勤勉手当、災害派遣

手当、武力攻撃災害等派遣手当及び新型イン

フルエンザ等緊急事態派遣手当を除いたも

のとする。 

２ （略） ２ （略） 

（期末手当） （期末手当） 
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第２０条 （略） 第２０条 （略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月

に支給する場合においては１００分の１２

０、１２月に支給する場合においては１００

分の１２５を乗じて得た額（給料表の適用を

受ける職員でその職務の級が６級以上であ

るもの（これらの職員のうち、市の規則で定

める職員に限る。第２１条において「特定管

理職員」という。）にあつては６月に支給する

場合においては１００分の１００、１２月に

支給する場合においては１００分の１０５

を乗じて得た額）に、基準日以前６月以内の

期間における当該職員の在職期間の次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割

合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、１０

０分の１２０を乗じて得た額（給料表の適用

を受ける職員でその職務の級が６級以上で

あるもの（これらの職員のうち、市の規則で

定める職員に限る。第２１条において「特定

管理職員」という。）にあつては１００分の１

００を乗じて得た額)に、基準日以前６月以

内の期間における当該職員の在職期間の次

の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る割合を乗じて得た額とする。 

(1)～(4) （略）  (1)～(4) （略） 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前

項の規定の適用については、同項中「１００

分の１２０」とあるのは「１００分の６７．

５」と、「１００分の１２５」とあるのは「１

００分の７０．０」と、「１００分の１００」

とあるのは「１００分の５７．５」、「１００

分の１０５」とあるのは「１００分の６０．

０」とする。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前

項の規定の適用については、同項中「１００

分の１２０」とあるのは「１００分の６７．

５」と、「１００分の１００」とあるのは「１

００分の５７．５」とする。 

４・５ （略） ４・５ （略） 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第２１条 （略） 第２１条 （略） 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命

権者が市の規則で定める基準に従つて定め

る割合を乗じて得た額とする。この場合にお

いて、任命権者が支給する勤勉手当の額の、

その者に所属する次の各号に掲げる職員の

区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定め

る額を超えてはならない。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命

権者が市の規則で定める基準に従つて定め

る割合を乗じて得た額とする。この場合にお

いて、任命権者が支給する勤勉手当の額の、

その者に所属する次の各号に掲げる職員の

区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定め

る額を超えてはならない。 

(1) 前項の職員のうち定年前再任用短時間 (1） 前項の職員のうち定年前再任用短時間
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勤務職員以外の職員 当該職員の勤勉手

当基礎額に当該職員がそれぞれその基準

日現在（退職し、又は死亡した職員にあつ

ては、退職し、又は死亡した日現在。次項

において同じ。）において受けるべき扶養

手当の月額及びこれに対する地域手当の

月額の合計額を加算した額に、６月に支給

する場合においては１００分の１００（特

定管理職員にあつては、１００分の１２

０）、１２月に支給する場合においては１

００分の１０５（特定管理職員にあつて

は、１００分の１２５）を乗じて得た額の

総額 

勤務職員以外の職員 当該職員の勤勉手

当基礎額に当該職員がそれぞれその基準

日現在（退職し、又は死亡した職員にあつ

ては、退職し、又は死亡した日現在。次項

において同じ。）において受けるべき扶養

手当の月額及びこれに対する地域手当の

月額の合計額を加算した額に、１００分の

１００（特定管理職員にあつては、１００

分の１２０）を乗じて得た額の総額 

(2) 前項の職員のうち定年前再任用短時間

勤務職員 当該定年前再任用短時間勤務

職員の勤勉手当基礎額に、６月に支給する

場合においては１００分の４７．５（特定

管理職員にあつては、１００分の５７．

５）、１２月に支給する場合においては１

００分の５０（特定管理職員にあつては、

１００分の６０）を乗じて得た額の総額 

(2) 前項の職員のうち定年前再任用短時間

勤務職員 当該定年前再任用短時間勤務

職員の勤勉手当基礎額に１００分の４７．

５（特定管理職員にあつては、１００分の

５７．５）を乗じて得た額の総額 

３～５ （略） ３～５ （略） 

（災害派遣手当等） （災害派遣手当等） 

第２１条の２ （略） 第２１条の２ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項の規定は、新型インフルエンザ等対

策特別措置法（平成２４年法律第３１号）第

２６条の８に規定する特定新型インフルエ

ンザ等対策の実施のため市に派遣された者

について準用する。この場合において、同項

中「災害派遣手当」とあるのは、「特定新型イ

ンフルエンザ等対策派遣手当」と読み替える

ものとする。 

３ 第１項の規定は、新型インフルエンザ等対

策特別措置法（平成２４年法律第３１号）第

４４条に規定する新型インフルエンザ等緊

急事態措置の実施のため市に派遣された者

について準用する。この場合において、同項

中「災害派遣手当」とあるのは、「新型インフ

ルエンザ等緊急事態派遣手当」と読み替える

ものとする。 

（管理職手当等の支給方法） （管理職手当等の支給方法） 

第２２条 管理職手当、扶養手当、地域手当、 第２２条 管理職手当、扶養手当、地域手当、
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時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手

当、宿日直手当、期末手当、勤勉手当、災害

派遣手当、武力攻撃災害等派遣手当及び特定

新型インフルエンザ等対策派遣手当の支給

に関し必要な事項は、市の規則で定める。 

時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手

当、宿日直手当、期末手当、勤勉手当、災害

派遣手当、武力攻撃災害等派遣手当及び新型

インフルエンザ等緊急事態派遣手当の支給

に関し必要な事項は、市の規則で定める。 

別表第１（第３条関係） 

【別表第１（改正後）】 

別表第１（第３条関係） 

【別表第１（改正前）】 

【別表第１（改正前）】 

給料表 

（単位：円） 

職員

の区

分 

職務の

級 

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

（略） 

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員

１ 150,100 198,500 234,400 266,000 290,700 319,200 362,900

２ 151,200 200,300 236,000 267,700 292,900 321,400 365,500

３ 152,400 202,100 237,500 269,200 295,000 323,700 367,900

４ 153,500 203,900 239,000 271,000 297,000 325,900 370,500

５ 154,600 205,400 240,300 272,700 298,800 328,100 372,400

６ 155,700 207,200 241,900 274,500 300,800 330,100 374,900

７ 156,800 209,000 243,400 276,300 302,600 332,300 377,200

８ 157,900 210,800 244,900 278,300 304,200 334,500 379,700

９ 158,900 212,400 246,000 280,200 306,100 336,400 382,100

１０ 160,300 214,200 247,500 282,200 308,400 338,600 384,800

１１ 161,600 216,000 249,000 284,100 310,600 340,600 387,400

１２ 162,900 217,800 250,300 286,000 312,900 342,800 390,100

１３ 164,100 219,200 251,800 287,900 315,000 344,600 392,500

１４ 165,600 221,000 253,000 289,700 317,100 346,600 394,800

１５ 167,100 222,700 254,300 291,200 319,300 348,600 397,000

１６ 168,700 224,500 255,500 292,600 321,400 350,600 399,400

１７ 169,800 226,100 256,800 294,400 323,300 352,300 401,200

１８ 171,200 227,800 258,200 296,400 325,300 354,300 403,200

１９ 172,600 229,400 259,600 298,500 327,300 356,100 405,100

２０ 174,000 230,900 261,100 300,500 329,300 358,000 406,900

２１ 175,300 232,200 262,700 302,400 331,000 359,900 408,800

２２ 177,800 233,800 264,400 304,500 333,100 361,800 410,600
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２３ 180,300 235,400 266,000 306,500 335,100 363,800 412,400

２４ 182,800 236,900 267,600 308,600 337,200 365,700 414,300

２５ 185,200 237,900 269,400 310,300 338,600 367,700 416,100

２６ 186,900 239,400 271,200 312,400 340,500 369,600 417,600

２７ 188,500 240,700 272,900 314,400 342,400 371,600 419,100

２８ 190,200 241,900 274,600 316,400 344,300 373,600 420,700

２９ 191,700 243,100 276,200 318,100 345,900 375,100 422,300

３０ 193,400 244,100 277,900 320,100 347,800 376,900 423,600

３１ 195,200 245,100 279,700 322,200 349,700 378,700 424,900

３２ 196,900 246,100 281,200 324,300 351,500 380,300 426,100

３３ 198,500 247,200 282,400 325,500 353,400 382,100 427,300

３４ 199,900 248,100 284,100 327,500 355,200 383,500 428,600

３５ 201,400 249,000 285,700 329,400 357,000 385,000 429,900

３６ 202,900 250,000 287,400 331,500 358,700 386,600 431,100

３７ 204,200 250,900 289,000 333,400 360,100 388,000 432,300

３８ 205,500 252,200 290,700 335,300 361,400 389,200 433,100

３９ 206,700 253,400 292,500 337,300 362,800 390,400 433,900

４０ 208,000 254,700 294,300 339,200 364,200 391,500 434,700

４１ 209,300 256,000 295,800 341,100 365,500 392,600 435,300

４２ 210,600 257,400 297,500 343,000 366,400 393,800 436,000

４３ 211,900 258,600 299,000 344,800 367,500 395,000 436,700

４４ 213,200 259,800 300,600 346,700 368,600 396,100 437,400

４５ 214,300 260,900 302,200 348,200 369,400 396,800 438,200

４６ 215,600 262,100 303,900 349,600 370,300 397,500 439,000

４７ 216,900 263,400 305,500 351,100 371,200 398,200 439,400

４８ 218,200 264,500 307,200 352,600 372,100 398,900 440,100

４９ 219,200 265,600 308,100 354,200 373,000 399,500 440,600

５０ 220,300 266,600 309,600 355,000 373,800 400,100 441,000

５１ 221,300 267,800 311,100 356,200 374,600 400,600 441,400

５２ 222,300 268,900 312,700 357,200 375,400 401,000 441,800

５３ 223,300 269,900 314,300 358,100 376,100 401,400 442,200

５４ 224,200 270,900 315,900 359,200 376,800 401,700 442,600

５５ 225,100 272,000 317,500 360,100 377,500 402,000 443,000

５６ 226,000 273,100 319,000 361,200 378,200 402,300 443,300

５７ 226,300 274,000 320,500 362,100 378,700 402,600 443,600

５８ 227,100 275,000 321,700 362,800 379,300 402,900 444,000
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５９ 227,800 275,900 322,900 363,500 379,900 403,200 444,300

６０ 228,500 277,000 324,100 364,200 380,600 403,500 444,600

６１ 229,200 278,100 324,800 364,600 381,000 403,800 444,900

６２ 230,000 279,100 325,700 365,200 381,700 404,100

６３ 230,700 280,000 326,500 365,900 382,300 404,400

６４ 231,300 281,000 327,300 366,600 382,900 404,700

６５ 231,900 281,500 328,200 366,900 383,300 405,000

６６ 232,500 282,400 328,600 367,600 383,900 405,300

６７ 233,100 283,100 329,300 368,300 384,500 405,600

６８ 233,800 284,000 330,100 369,000 385,100 405,900

６９ 234,500 285,000 330,900 369,300 385,500 406,100

７０ 235,100 285,800 331,600 369,900 386,000 406,400

７１ 235,600 286,600 332,300 370,600 386,500 406,700

７２ 236,300 287,400 333,000 371,200 387,100 407,000

７３ 237,000 288,200 333,500 371,500 387,400 407,200

７４ 237,600 288,700 334,100 372,100 387,800 407,500

７５ 238,200 289,100 334,600 372,800 388,200 407,800

７６ 238,700 289,600 335,200 373,400 388,600 408,000

７７ 239,300 289,800 335,500 373,800 388,900 408,200

７８ 240,000 290,100 336,000 374,300 389,200 408,500

７９ 240,700 290,300 336,400 374,900 389,500 408,800

８０ 241,200 290,700 336,900 375,400 389,800 409,000

８１ 241,700 290,900 337,300 375,900 390,000 409,200

８２ 242,300 291,100 337,800 376,500 390,300 409,500

８３ 242,900 291,500 338,300 377,000 390,600 409,800

８４ 243,400 291,800 338,800 377,300 390,800 410,000

８５ 243,900 292,100 339,100 377,700 391,000 410,200

８６ 244,500 292,400 339,500 378,200 391,300

８７ 245,100 292,700 340,000 378,600 391,600

８８ 245,600 293,100 340,400 379,000 391,800

８９ 246,100 293,400 340,700 379,400 392,000

９０ 246,600 293,800 341,100 379,900 392,300

９１ 246,900 294,100 341,600 380,300 392,600

９２ 247,300 294,500 342,000 380,700 392,800

９３ 247,600 294,700 342,200 381,000 393,000

９４  294,900 342,600
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９５ 295,200 343,100

９６ 295,600 343,500

９７ 295,800 343,700

９８ 296,100 344,100

９９ 296,500 344,500

１００ 296,900 344,800

１０１ 297,100 345,100

１０２ 297,400 345,500

１０３ 297,800 345,900

１０４ 298,100 346,300

１０５ 298,300 346,800

１０６ 298,600 347,200

１０７ 299,000 347,600

１０８ 299,300 348,000

１０９ 299,500 348,500

１１０ 299,900 348,900

１１１ 300,300 349,200

１１２ 300,600 349,500

１１３ 300,800 350,000

１１４ 301,000

１１５ 301,300

１１６ 301,700

１１７ 301,900

１１８ 302,100

１１９ 302,400

１２０ 302,700

１２１ 303,100

１２２ 303,300

１２３ 303,600

１２４ 303,900

１２５ 304,200

定年

前再

任用

短時

間勤

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

187,700 215,200 255,200 274,600 289,700 315,100 356,800
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務職

員 

【別表第１（改正後）】 

給料表 

（単位：円） 

職員

の区

分 

職務の

級 

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

（略） 

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員

１ 162,100 208,000 240,900 271,600 295,400 323,100 365,500

２ 163,200 209,700 242,400 273,200 297,500 325,300 368,100

３ 164,400 211,400 243,800 274,700 299,500 327,500 370,500

４ 165,500 212,900 245,200 276,300 301,400 329,500 372,900

５ 166,600 214,400 246,400 277,800 303,200 331,500 374,800

６ 167,700 216,200 248,000 279,500 305,000 333,500 377,300

７ 168,800 217,900 249,500 281,300 306,600 335,400 379,600

８ 169,900 219,600 250,900 283,100 308,200 337,300 382,100

９ 170,900 221,100 252,000 284,800 309,800 339,200 384,500

１０ 172,300 222,600 253,400 286,700 312,000 341,200 387,100

１１ 173,600 224,100 254,900 288,500 314,200 343,200 389,700

１２ 174,900 225,600 256,200 290,300 316,200 345,200 392,300

１３ 176,100 226,800 257,500 292,100 318,200 347,000 394,600

１４ 177,600 228,200 258,700 293,700 320,200 349,000 396,900

１５ 179,100 229,600 259,900 295,100 322,100 350,900 399,100

１６ 180,700 231,000 261,100 296,500 324,000 352,800 401,400

１７ 181,800 232,400 262,300 298,000 325,900 354,500 403,200

１８ 183,200 234,000 263,600 300,000 327,900 356,500 405,100

１９ 184,600 235,500 264,900 302,000 329,800 358,300 407,000

２０ 186,000 236,900 266,200 303,800 331,700 360,200 408,800

２１ 187,300 238,100 267,600 305,500 333,400 362,100 410,600

２２ 189,600 239,700 269,100 307,400 335,400 364,000 412,400

２３ 191,800 241,200 270,700 309,300 337,400 365,900 414,200

２４ 194,000 242,600 272,200 311,100 339,300 367,800 416,000

２５ 196,200 243,600 273,800 312,800 340,700 369,700 417,600

２６ 197,900 245,100 275,500 314,800 342,600 371,600 419,100

２７ 199,400 246,400 277,100 316,800 344,500 373,500 420,600

２８ 200,900 247,600 278,700 318,700 346,400 375,400 422,100
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２９ 202,400 248,700 280,300 320,400 348,000 376,900 423,600

３０ 203,800 249,700 281,800 322,400 349,900 378,700 424,900

３１ 205,200 250,600 283,300 324,400 351,700 380,500 426,200

３２ 206,600 251,500 284,800 326,400 353,500 382,100 427,400

３３ 208,000 252,400 285,900 327,600 355,300 383,800 428,600

３４ 209,300 253,300 287,500 329,600 357,100 385,200 429,900

３５ 210,600 254,100 289,000 331,500 358,800 386,600 431,200

３６ 211,900 254,900 290,500 333,500 360,500 388,000 432,400

３７ 213,200 255,600 291,900 335,400 361,900 389,400 433,600

３８ 214,400 256,700 293,500 337,300 363,200 390,600 434,400

３９ 215,600 257,900 295,100 339,200 364,500 391,800 435,200

４０ 216,700 259,000 296,700 341,100 365,900 392,800 436,000

４１ 217,800 260,200 298,200 342,900 367,000 393,900 436,600

４２ 218,900 261,400 299,800 344,800 367,900 395,100 437,300

４３ 219,900 262,500 301,300 346,600 368,900 396,200 438,000

４４ 220,900 263,600 302,800 348,400 370,000 397,300 438,700

４５ 221,800 264,700 304,400 349,900 370,800 398,000 439,500

４６ 222,700 265,800 306,000 351,300 371,700 398,700 440,300

４７ 223,600 266,900 307,600 352,700 372,600 399,400 440,700

４８ 224,500 267,900 309,100 354,200 373,400 400,100 441,400

４９ 225,400 268,900 310,000 355,700 374,200 400,700 441,900

５０ 226,300 269,900 311,500 356,500 375,000 401,300 442,300

５１ 227,200 270,900 313,000 357,500 375,800 401,800 442,700

５２ 228,100 271,800 314,600 358,500 376,500 402,200 443,100

５３ 228,900 272,700 316,200 359,400 377,200 402,600 443,500

５４ 229,800 273,600 317,800 360,500 377,900 402,900 443,900

５５ 230,700 274,500 319,300 361,400 378,600 403,200 444,300

５６ 231,500 275,400 320,800 362,400 379,300 403,500 444,600

５７ 231,800 276,300 322,200 363,300 379,800 403,800 444,900

５８ 232,600 277,200 323,400 364,000 380,400 404,100 445,300

５９ 233,300 278,100 324,500 364,700 381,000 404,400 445,600

６０ 233,900 279,000 325,600 365,300 381,700 404,700 445,900

６１ 234,500 280,000 326,300 365,700 382,100 405,000 446,200

６２ 235,200 281,000 327,200 366,300 382,800 405,300

６３ 235,800 281,900 328,000 367,000 383,400 405,600

６４ 236,300 282,800 328,800 367,700 384,000 405,900
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６５ 236,800 283,300 329,600 368,000 384,400 406,200

６６ 237,300 284,000 330,000 368,700 385,000 406,500

６７ 237,800 284,700 330,600 369,400 385,600 406,800

６８ 238,400 285,600 331,300 370,000 386,200 407,100

６９ 238,900 286,600 332,100 370,300 386,600 407,300

７０ 239,400 287,400 332,800 370,900 387,100 407,600

７１ 239,900 288,200 333,500 371,600 387,600 407,900

７２ 240,400 289,000 334,100 372,200 388,200 408,100

７３ 240,900 289,700 334,600 372,500 388,500 408,300

７４ 241,400 290,200 335,200 373,100 388,900 408,600

７５ 241,800 290,600 335,700 373,800 389,300 408,900

７６ 242,300 291,000 336,300 374,400 389,700 409,100

７７ 242,800 291,200 336,600 374,800 390,000 409,300

７８ 243,300 291,500 337,100 375,300 390,300 409,600

７９ 243,800 291,700 337,500 375,900 390,600 409,900

８０ 244,300 292,000 337,900 376,400 390,800 410,100

８１ 244,700 292,200 338,300 376,900 391,000 410,300

８２ 245,200 292,400 338,800 377,500 391,300 410,600

８３ 245,600 292,700 339,300 378,000 391,600 410,900

８４ 246,000 292,900 339,800 378,300 391,800 411,100

８５ 246,400 293,200 340,100 378,700 392,000 411,300

８６ 246,800 293,500 340,500 379,200 392,300

８７ 247,200 293,800 341,000 379,600 392,600

８８ 247,600 294,100 341,400 380,000 392,800

８９ 248,000 294,400 341,700 380,400 393,000

９０ 248,500 294,800 342,100 380,900 393,300

９１ 248,800 295,100 342,600 381,300 393,600

９２ 249,100 295,500 343,000 381,700 393,800

９３ 249,400 295,700 343,200 382,000 394,000

９４  295,900 343,600

９５ 296,200 344,100

９６ 296,600 344,500

９７ 296,800 344,700

９８ 297,100 345,100

９９ 297,500 345,500

１００ 297,900 345,800
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１０１ 298,100 346,100

１０２ 298,400 346,500

１０３ 298,800 346,900

１０４ 299,100 347,300

１０５ 299,300 347,800

１０６ 299,600 348,200

１０７ 300,000 348,600

１０８ 300,300 349,000

１０９ 300,500 349,500

１１０ 300,900 349,900

１１１ 301,300 350,200

１１２ 301,600 350,500

１１３ 301,800 351,000

１１４ 302,000

１１５ 302,300

１１６ 302,700

１１７ 302,900

１１８ 303,100

１１９ 303,400

１２０ 303,700

１２１ 304,100

１２２ 304,300

１２３ 304,600

１２４ 304,900

１２５ 305,200

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

188,700 216,200 256,200 275,600 290,700 316,200 358,000

第２条 美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 
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第２０条 （略） 第２０条 （略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、１０

０分の１２２．５を乗じて得た額（給料表の

適用を受ける職員でその職務の級が６級以

上であるもの（これらの職員のうち、市の規

則で定める職員に限る。第２１条において

「特定管理職員」という。）にあつては１００

分の１０２．５を乗じて得た額)に、基準日以

前６月以内の期間における当該職員の在職

期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月

に支給する場合においては１００分の１２

０、１２月に支給する場合においては１００

分の１２５を乗じて得た額（給料表の適用を

受ける職員でその職務の級が６級以上であ

るもの（これらの職員のうち、市の規則で定

める職員に限る。第２１条において「特定管

理職員」という。）にあつては６月に支給する

場合においては１００分の１００、１２月に

支給する場合においては１００分の１０５

を乗じて得た額）に、基準日以前６月以内の

期間における当該職員の在職期間の次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割

合を乗じて得た額とする。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略）  

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前

項の規定の適用については、同項中「１００

分の１２２．５」とあるのは「１００分の６

８．７５」と、「１００分の１０２．５」とあ

るのは「１００分の５８．７５」とする。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前

項の規定の適用については、同項中「１００

分の１２０」とあるのは「１００分の６７．

５」と、「１００分の１２５」とあるのは「１

００分の７０．０」と、「１００分の１００」

とあるのは「１００分の５７．５」、「１００

分の１０５」とあるのは「１００分の６０．

０」とする。 

４・５ （略） ４・５ （略） 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第２１条 （略） 第２１条 （略） 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命

権者が市の規則で定める基準に従つて定め

る割合を乗じて得た額とする。この場合にお

いて、任命権者が支給する勤勉手当の額の、

その者に所属する次の各号に掲げる職員の

区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定め

る額を超えてはならない。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命

権者が市の規則で定める基準に従つて定め

る割合を乗じて得た額とする。この場合にお

いて、任命権者が支給する勤勉手当の額の、

その者に所属する次の各号に掲げる職員の

区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定め

る額を超えてはならない。 

(1) 前項の職員のうち定年前再任用短時間 (1) 前項の職員のうち定年前再任用短時間

- 40 -



勤務職員以外の職員 当該職員の勤勉手

当基礎額に当該職員がそれぞれその基準

日現在（退職し、又は死亡した職員にあつ

ては、退職し、又は死亡した日現在。次項

において同じ。）において受けるべき扶養

手当の月額及びこれに対する地域手当の

月額の合計額を加算した額に、１００分の

１０２．５（特定管理職員にあつては、１

００分の１２２．５）を乗じて得た額の総

額 

勤務職員以外の職員 当該職員の勤勉手

当基礎額に当該職員がそれぞれその基準

日現在（退職し、又は死亡した職員にあつ

ては、退職し、又は死亡した日現在。次項

において同じ。）において受けるべき扶養

手当の月額及びこれに対する地域手当の

月額の合計額を加算した額に、６月に支

給する場合においては１００分の１００

（特定管理職員にあつては、１００分の

１２０）、１２月に支給する場合において

は１００分の１０５（特定管理職員にあ

つては、１００分の１２５）を乗じて得た

額の総額 

(2) 前項の職員のうち定年前再任用短時間

勤務職員 当該定年前再任用短時間勤務

職員の勤勉手当基礎額に１００分の４８．

７５（特定管理職員にあつては、１００分

の５８．７５）を乗じて得た額の総額 

(2) 前項の職員のうち定年前再任用短時間

勤務職員 当該定年前再任用短時間勤務

職員の勤勉手当基礎額に、６月に支給する

場合においては１００分の４７．５（特定

管理職員にあつては、１００分の５７．

５）、１２月に支給する場合においては１

００分の５０（特定管理職員にあつては、

１００分の６０）を乗じて得た額の総額 

３～５ （略） ３～５ （略） 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和６年４月

１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の美濃加茂市職員の給与に関する条例第２０条第２

項及び第３項、第２１条第２項並びに別表第１の規定は、令和５年４月１日から

適用する。 

（給与の内払） 

３ 第１条の規定による改正後の美濃加茂市職員の給与に関する条例第２０条第２

項及び第３項、第２１条第２項並びに別表第１の規定を適用する場合においては、

第１条の規定による改正前の美濃加茂市職員の給与に関する条例第２０条第２項

及び第３項、第２１条第２項並びに別表第１の規定に基づいて支給された給与は、

第１条の規定による改正後の美濃加茂市職員の給与に関する条例第２０条第２項

及び第３項、第２１条第２項並びに別表第１の規定による給与の内払とみなす。 
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議第７６号 

美濃加茂市常勤の特別職職員の給与に関する条例の一部を改正する条

例について 

 美濃加茂市常勤の特別職職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を下記の

とおり制定する。 

  令和５年１１月２９日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

記 

   美濃加茂市常勤の特別職職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 （美濃加茂市常勤の特別職職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 美濃加茂市常勤の特別職職員の給与に関する条例（昭和４１年美濃加茂市

条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日現

在（同項後段に規定する者にあつては、任期

満了、退職、失職又は死亡の日現在）におい

て職員が受けるべき給料月額及びその額に

１００分の２０を乗じて得た額の合計額に、

６月に支給する場合においては１００分の

２２０、１２月に支給する場合においては１

００分の２３０を乗じた額に、基準日以前に

おけるその者の在職期間の区分に応じて一

般職の職員の例により一定の割合を乗じて

得た額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日現

在（同項後段に規定する者にあつては、任期

満了、退職、失職又は死亡の日現在）におい

て職員が受けるべき給料月額及びその額に

１００分の２０を乗じて得た額の合計額に、

１００分の２２０を乗じた額に、基準日以前

におけるその者の在職期間の区分に応じて

一般職の職員の例により一定の割合を乗じ

て得た額とする。 

第２条 美濃加茂市常勤の特別職職員の給与に関する条例の一部を次のように改正

する。 
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改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日現

在（同項後段に規定する者にあつては、任期

満了、退職、失職又は死亡の日現在）におい

て職員が受けるべき給料月額及びその額に

１００分の２０を乗じて得た額の合計額に、

１００分の２２５を乗じた額に、基準日以前

におけるその者の在職期間の区分に応じて

一般職の職員の例により一定の割合を乗じ

て得た額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日現

在（同項後段に規定する者にあつては、任期

満了、退職、失職又は死亡の日現在）におい

て職員が受けるべき給料月額及びその額に

１００分の２０を乗じて得た額の合計額に、

６月に支給する場合においては１００分の

２２０、１２月に支給する場合においては１

００分の２３０を乗じた額に、基準日以前に

おけるその者の在職期間の区分に応じて一

般職の職員の例により一定の割合を乗じて

得た額とする。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和６年４月

１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の美濃加茂市常勤の特別職職員の給与に関する条例

（以下「特別職給与条例」という。）の規定は、令和５年１２月１日から適用する。 

（期末手当の内払） 

３ 第１条の規定による改正後の特別職給与条例の規定を適用する場合においては、

同条の規定による改正前の特別職給与条例の規定に基づいて支給された期末手当

は、同条の規定による改正後の特別職給与条例の規定による期末手当の内払とみ

なす。 
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議第７７号 

美濃加茂市会計年度任用職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部

を改正する条例について 

 美濃加茂市会計年度任用職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する

条例を下記のとおり制定する。 

  令和５年１１月２９日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

記 

   美濃加茂市会計年度任用職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正

する条例 

 美濃加茂市会計年度任用職員の報酬及び費用弁償に関する条例（令和元年美濃加

茂市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第８条 美濃加茂市職員の給与に関する条例

（昭和２９年美濃加茂市条例第２３号。以下

「給与条例」という。）第２０条から第２０条

の３までの規定は、任期の定めが６箇月以上

のパートタイム会計年度任用職員（１週間当

たりの勤務時間が著しく少ない者として規

則で定めるものを除く。以下この条において

同じ。）について準用する。この場合におい

て、給与条例第２０条第２項中「１００分の

１２０」とあるのは「６月に支給する場合に

おいては１００分の６７．５、１２月に支給

する場合においては１００分の７０．０」と、

給与条例第２０条第４項中「職員が受けるべ

き給料（育児短時間勤務職員等にあつては、

給料の月額を算出率で除して得た額）及び扶

第８条 美濃加茂市職員の給与に関する条例

（昭和２９年美濃加茂市条例第２３号。以下

「給与条例」という。）第２０条から第２０条

の３までの規定は、任期の定めが６箇月以上

のパートタイム会計年度任用職員（１週間当

たりの勤務時間が著しく少ない者として規

則で定めるものを除く。以下この条において

同じ。）について準用する。この場合におい

て、給与条例第２０条第２項中「１００分の

１２０」とあるのは「１００分の６７．５」

と、給与条例第２０条第４項中「職員が受け

るべき給料（育児短時間勤務職員等にあつて

は、給料の月額を算出率で除して得た額）及

び扶養手当の月額並びにこれらに対する地

域手当の月額の合計額」とあるのは「パート
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養手当の月額並びにこれらに対する地域手

当の月額の合計額」とあるのは「パートタイ

ム会計年度任用職員が受けるべき報酬の月

額（日額又は時間額で報酬が定められたパー

トタイム会計年度任用職員にあつては、前基

準日の翌日からそれぞれその基準日（退職

し、又は死亡した職員にあつては、退職し、

又は死亡した日）までの在職期間における報

酬（第４条から第６条までの規定により支給

された報酬を除く。）の１月当たりの平均

額）」とする。 

タイム会計年度任用職員が受けるべき報酬

の月額（日額又は時間額で報酬が定められた

パートタイム会計年度任用職員にあつては、

前基準日の翌日からそれぞれその基準日（退

職し、又は死亡した職員にあつては、退職し、

又は死亡した日）までの在職期間における報

酬（第４条から第６条までの規定により支給

された報酬を除く。）の１月当たりの平均

額）」とする。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の美濃加茂市会計年

度任用職員の報酬及び費用弁償に関する条例（以下「会計年度任用職員条例」と

いう。）の規定は、令和５年１２月１日から適用する。 

（期末手当の内払） 

２ この条例による改正後の会計年度任用職員条例の規定を適用する場合において

は、この条例による改正前の会計年度任用職員条例の規定に基づいて支給された

期末手当は、この条例による改正後の会計年度任用職員条例の規定による期末手

当の内払とみなす。 
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議第７８号 

美濃加茂市手数料条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市手数料条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

  令和５年１１月２９日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

                  記 

美濃加茂市手数料条例の一部を改正する条例 

美濃加茂市手数料条例（平成１２年美濃加茂市条例第５号）の一部を次のように

改正する。 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（多機能端末機を利用した場合の特例） （多機能端末機を利用した場合の特例） 

３ 多機能端末機（地方公共団体情報システム

機構の使用に係る電子計算機を経由して市の

使用に係る電子計算機と電気通信回線で接続

された通信端末機で、当該端末機の操作によ

り証明書を発行する機能を有するものをい

う。）を利用した交付にあっては、別表の規定

にかかわらず、次の表の左欄に掲げる手数料

については、それぞれ同表の右欄に掲げる金

額とする。 

３ 令和２年１１月１日から令和６年３月３１

日までの間、多機能端末機（地方公共団体情

報システム機構の使用に係る電子計算機を経

由して市の使用に係る電子計算機と電気通信

回線で接続された通信端末機で、当該端末機

の操作により証明書を発行する機能を有する

ものをいう。）を利用した交付にあっては、別

表の規定にかかわらず、次の表の左欄に掲げ

る手数料については、それぞれ同表の右欄に

掲げる金額とする。 

（略） ２００円 

印鑑登録証明書交付手数料

戸籍記録事項証明書交付手数料

（略） ２００円 

印鑑登録証明書交付手数料

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議第７９号 

   美濃加茂市放課後児童健全育成事業の実施に関する条例の一部を改正

する条例について 

美濃加茂市放課後児童健全育成事業の実施に関する条例の一部を改正する条例を

下記のとおり制定する。 

  令和５年１１月２９日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

                  記 

美濃加茂市放課後児童健全育成事業の実施に関する条例（平成２４年美濃加茂

市条例第２８号）の一部を改正する条例 

改正後 改正前 

（事業の対象者） （事業の対象者） 

第６条 事業の対象となる児童（以下「対象児

童」という。）は、市内の小学校に就学する児

童であって、保護者等（親権を行う者、後見

人又はこれらに準ずるもので、現にその児童

を養育し、世帯を同じくしているものをい

う。以下同じ。）が次の各号に掲げるいずれ

かの事由により、昼間（おおむね午前７時３

０分から午後６時３０分までをいう。以下同

じ。）の保育を１月のうち１５日以上行うこ

とができず、かつ、その状態が相当程度継続

すると認められる児童とする。ただし、市長

が必要と認めるときは、この限りでない。 

第６条 事業の対象となる児童（以下「対象児

童」という。）は、市内の小学校に就学する児

童であって、保護者等（親権を行う者、後見

人又はこれらに準ずるもので、現にその児童

を養育し、世帯を同じくしているものをい

う。以下同じ。）が次の各号に掲げるいずれ

かの事由により、昼間（おおむね午前７時３

０分から午後６時３０分までをいう。以下同

じ。）の保育を１月のうち１５日以上行うこ

とができず、かつ、その状態が相当程度継続

すると認められる児童とする。ただし、市長

が必要と認めるときは、この限りでない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 妊娠中（産前６週間に該当する日が属す

る月の初日。ただし、多胎妊娠の場合にあ

っては、１４週間に該当する日が属する月

の初日とする。）又は出産後（８週間を経

(2) 妊娠中（産前６週間以内）又は出産後（８

週間以内）であるとき。 
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過する日の翌日が属する月の末日）である

とき。 

(3)～(6) （略） (3)～(6) （略） 

（利用の制限） （利用の制限） 

第８条 児童又は保護者等は、市長が次の各号

のいずれかに該当すると認めるときは、事業

を利用することができない。 

第８条 次の各号のいずれかに該当する対象

児童は、事業を利用することができない。 

(1) 身体虚弱等のため保育に堪えない、又は

適当でないとき。 

(1) 身体虚弱等のため保育に堪えない、又は

適当でないと認められる者 

(2) 当該児童につき保育料を３月滞納した

とき。 

(3) その他放課後児童クラブの管理運営上

又は生活指導上支障があるとき。 

(2) その他放課後児童クラブの管理運営上

又は生活指導上支障があり、市長が不適当

と認めた者 

（保育料） （保育料） 

第１１条 市長は、事業に係る費用のうち次の

表に定める額（以下「保育料」という。）を保

護者等から徴収する。 

第１１条 市長は、事業に係る費用のうち次の

表に定める額（以下「保育料」という。）を保

護者から徴収する。 

利用区分 保育料 

通年（１年間）利用（略） ５，０００円（月

額）の範囲内に

おいて、別に規

則で定める額 

６，５００円（月

額）の範囲内に

おいて、別に規

則で定める額 

夏季休業日（美濃

加茂市立小中学校

管理規則（平成１

２年美濃加茂市教

育委員会規則第２

号）第４条第２項

の夏季休業日をい

８，０００円（定

額）の範囲内に

おいて、別に規

則で定める額 

１０，０００円

（定額）の範囲

内において、別

利用区分 保育料 

通年（１年間）利用（略） ５，０００円（月

額） 

６，５００円（月

額） 

夏季休業日（美濃

加茂市立小中学校

管理規則（平成１

２年美濃加茂市教

育委員会規則第２

号）第４条第２項

の夏季休業日をい

８，０００円（定

額） 

１０，０００円

（定額） 
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う。以下同じ）のみ

利用 

に規則で定める

額 

長期休業（夏季休

業日、冬季休業日

（美濃加茂市立小

中学校管理規則第

４条第２項の冬季

休業日をいう。）及

び学年末及び学年

始休業日（美濃加

茂市立小中学校管

理規則第４条第２

項の学年末及び学

年始休業日をい

う。））のみ利用 

１０，０００円

（定額）の範囲

内において、別

に規則で定める

額 

１３，０００円

（定額）の範囲

内において、別

に規則で定める

額 

う。以下同じ）のみ

利用 

長期休業（夏季休

業日、冬季休業日

（美濃加茂市立小

中学校管理規則第

４条第２項の冬季

休業日をいう。）及

び学年末及び学年

始休業日（美濃加

茂市立小中学校管

理規則第４条第２

項の学年末及び学

年始休業日をい

う。））のみ利用 

１０，０００円

（定額） 

１３，０００円

（定額） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（保育料の減免） （保育料の減免） 

第１２条 市長は、災害その他特別の理由によ

り、所得に著しい変動が生じ、保育料を納付

することが困難と認められる保護者等につ

いては、その保育料を減額し、又は免除する

ことができる。 

第１２条 市長は、次の各号に掲げる世帯の区

分に応じ、当該各号に定める保育料の額を減

額し、又は保育料を免除することができる。

 (1) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４

号）による保護を受けている世帯 免除 

 (2) 前号の世帯に準じる世帯 保育料の２

分の１の額 

(3) その他申し出があったもののうち、世帯

の収入等の状況から審査し、市長が減免す

るに適当と判断した世帯 市長が別に定

める額 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（督促及び遅延損害金） （督促及び遅延損害金） 

第１２条の２ （略） 第１２条の２ （略） 

２ 保護者等は、納期限までにその納付すべき ２ 保護者は、納期限までにその納付すべき金
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金額を納付しないときは、納付すべき金額

に、その納期限の翌日から納付の日までの期

間の日数に応じ、納期限の翌日における民法

（明治２９年法律第８９号）第４０４条の規

定による法定利率を乗じて計算した金額に

相当する遅延損害金を加算して納付しなけ

ればならない。 

額を納付しないときは、納付すべき金額に、

その納期限の翌日から納付の日までの期間

の日数に応じ、納期限の翌日における民法

（明治２９年法律第８９号）第４０４条の規

定による法定利率を乗じて計算した金額に

相当する遅延損害金を加算して納付しなけ

ればならない。 

３～５ （略） ３～５ （略） 

６ 市長は、保護者等が納期限までに保育料を

納付しなかったことについてやむを得ない

事由があると認められる場合においては、第

２項の遅延損害金を減額し、又は免除するこ

とができる。 

６ 市長は、保護者が納期限までに保育料を納

付しなかったことについてやむを得ない事

由があると認められる場合においては、第２

項の遅延損害金を減額し、又は免除すること

ができる。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の美濃加茂市放課後児童健全育成事業の実施に関する条

例の規定は、令和６年度以降の事業について適用し、令和５年度分までの事業に

ついては、なお従前の例による。 
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議第８０号 

   美濃加茂市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市国民健康保険条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

  令和５年１１月２９日 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

記 

   美濃加茂市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 美濃加茂市国民健康保険条例（平成１２年美濃加茂市条例第９号）の一部を次の

ように改正する。 

改正後 改正前 

（新型コロナウイルス感染症に感染した被

保険者等に係る傷病手当金） 

（新型コロナウイルス感染症に感染した被

保険者等に係る傷病手当金） 

第６条の２ 給与等（所得税法（昭和４０年法

律第３３号）第２８条第１項に規定する給与

等をいい、賞与（健康保険法第３条第６項に

規定する賞与をいう。）を除く。以下同じ）

の支払を受けている被保険者が療養のため

労務に服することができないとき（新型コロ

ナウイルス感染症（病原体がベータコロナウ

イルス属のコロナウイルス（令和２年１月

に、中華人民共和国から世界保健機関に対し

て、人に伝染する能力を有することが新たに

報告されたものに限る。）である感染症をい

う。以下同じ。）に感染したとき、又は発熱

等の症状があり当該感染症の感染が疑われ

るときに限る。）は、その労務に服すること

ができなくなった日から起算して３日を経

過した日から労務に服することができない

期間のうち労務に就くことを予定していた

第６条の２ 給与等（所得税法（昭和４０年法

律第３３号）第２８条第１項に規定する給与

等をいい、賞与（健康保険法（大正１１年法

律第７０号）第３条第６項に規定する賞与を

いう。）を除く。以下同じ）の支払いを受け

ている被保険者が療養のため労務に服する

ことができないとき（新型コロナウイルス感

染症（病原体がベータコロナウイルス属のコ

ロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共

和国から世界保健機関に対して、人に伝染す

る能力を有することが新たに報告されたも

のに限る。）である感染症をいう。以下同じ。）

に感染したとき、又は発熱等の症状があり当

該感染症の感染が疑われるときに限る。）は、

その労務に服することができなくなった日

から起算して３日を経過した日から労務に

服することができない期間のうち労務に就
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日について、傷病手当金を支給する。 くことを予定していた日について、傷病手当

金を支給する。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（一般被保険者に係る基礎賦課総額） （一般被保険者に係る基礎賦課総額） 

第１１条 保険料の賦課額のうち一般被保険

者（法附則第７条第１項に規定する退職被保

険者等（以下「退職被保険者等」という。）

以外の被保険者をいう。以下同じ。）に係る

基礎賦課額（第３２条、第３２条の３及び第

３２条の４の規定により基礎賦課額を減額

するものとした場合にあっては、その減額す

ることになる額を含む。）の総額（以下「基

礎賦課総額」という。）は、第１号に掲げる

額の見込額から第２号に掲げる額の見込額

を控除した額を基準として算定した額とす

る。 

第１１条 保険料の賦課額のうち一般被保険

者（法附則第７条第１項に規定する退職被保

険者等（以下「退職被保険者等」という。）

以外の被保険者をいう。以下同じ。）に係る

基礎賦課額（第３２条及び第３２条の３の規

定により基礎賦課額を減額するものとした

場合にあっては、その減額することになる額

を含む。）の総額（以下「基礎賦課総額」と

いう。）は、第１号に掲げる額の見込額から

第２号に掲げる額の見込額を控除した額を

基準として算定した額とする。 

(1) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

(1) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

イ・ロ （略） イ・ロ （略） 

ハ 法第８１条の２第５項の財政安定化

基金拠出金の納付に要する費用の額 

ハ 法第８１条の２第４項の財政安定化

基金拠出金の納付に要する費用の額 

ニ 法第８１条の２第１０項第２号に規

定する財政安定化基金事業借入金の償

還に要する費用の額 

ニ 法第８１条の２第９項第２号に規定

する財政安定化基金事業借入金の償還

に要する費用の額 

ホ・ヘ （略） ホ・ヘ （略） 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

イ～ハ （略） イ～ハ （略） 

ニ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険の事務の執行に要する

費用を除く。）のための収入（法附則第

９条第１項の規定により読み替えられ

た法第７２条の３第１項、第７２条の３

の２第１項及び第７２条の３の３第１

ニ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険の事務の執行に要する

費用を除く。）のための収入（法附則第

９条第１項の規定により読み替えられ

た法第７２条の３第１項及び第７２条

の３の２第１項の規定による繰入金及
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項の規定による繰入金並びに国民健康

保険保険給付費等交付金（退職被保険者

等の療養の給付等に要する費用に係る

ものに限る。）を除く。）の額 

び国民健康保険保険給付費等交付金（退

職被保険者等の療養の給付等に要する

費用に係るものに限る。）を除く。）の

額 

（一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割

額の算定） 

（一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割

額の算定） 

第１３条 前条の所得割額は、一般被保険者に

係る賦課期日の属する年の前年の所得に係

る地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第

３１４条の２第１項に規定する総所得金額

及び山林所得金額並びに他の所得と区分し

て計算される所得の金額（同法附則第３３条

の２第５項に規定する上場株式等に係る配

当所得等の金額（同法附則第３５条の２の６

第８項又は第１１項の規定の適用がある場

合には、その適用後の金額）、同法附則第３

３条の３第５項に規定する土地等に係る事

業所得等の金額、同法附則第３４条第４項に

規定する長期譲渡所得の金額（租税特別措置

法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４

第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第

３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第

３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５

条の３第１項又は第３６条の規定の適用が

ある場合には、これらの規定の適用により同

法第３１条第１項に規定する長期譲渡所得

の金額から控除する金額を控除した金額）、

地方税法附則第３５条第５項に規定する短

期譲渡所得の金額（租税特別措置法第３３条

の４第１項若しくは第２項、第３４条第１

項、第３４条の２第１項、第３４条の３第１

項、第３５条第１項又は第３６条の規定の適

用がある場合には、これらの規定の適用によ

り同法第３２条第１項に規定する短期譲渡

所得の金額から控除する金額を控除した金

額）、地方税法附則第３５条の２第５項に規

第１３条 前条の所得割額は、一般被保険者に

係る賦課期日の属する年の前年の所得に係

る地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第

３１４条の２第１項に規定する総所得金額

及び山林所得金額並びに他の所得と区分し

て計算される所得の金額（同法附則第３３条

の２第５項に規定する上場株式等に係る配

当所得等の金額（同法附則第３５条の２の６

第１１項又は第１５項の規定の適用がある

場合には、その適用後の金額）、同法附則第

３３条の３第５項に規定する土地等に係る

事業所得等の金額、同法附則第３４条第４項

に規定する長期譲渡所得の金額（租税特別措

置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の

４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、

第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、

第３５条第１項、第３５条の２第１項、第３

５条の３第１項又は第３６条の規定の適用

がある場合には、これらの規定の適用により

同法第３１条第１項に規定する長期譲渡所

得の金額から控除する金額を控除した金

額）、地方税法附則第３５条第５項に規定す

る短期譲渡所得の金額（租税特別措置法第３

３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第

１項、第３４条の２第１項、第３４条の３第

１項、第３５条第１項又は第３６条の規定の

適用がある場合には、これらの規定の適用に

より同法第３２条第１項に規定する短期譲

渡所得の金額から控除する金額を控除した

金額）、地方税法附則第３５条の２第５項に
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定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額

（同法附則第３５条の３第１５項の規定の

適用がある場合には、その適用後の金額）、

同法附則第３５条の２の２第５項に規定す

る上場株式等に係る譲渡所得等の金額（同法

附則第３５条の２の６第１１項又は第３５

条の３第１３項若しくは第１５項の規定の

適用がある場合には、その適用後の金額）、

同法附則第３５条の４第４項に規定する先

物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第３

５条の４の２第７項の規定の適用がある場

合には、その適用後の金額）、外国居住者等

の所得に対する相互主義による所得税等の

非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１

４４号）第８条第２項（同法第１２条第５項

及び第１６条第２項において準用する場合

を含む。第３２条第１項第１号において同

じ。）に規定する特例適用利子等の額、同法

第８条第４項（同法第１２条第６項及び第１

６条第３項において準用する場合を含む。同

号において同じ。）に規定する特例適用配当

等の額、租税条約等の実施に伴う所得税法、

法人税法及び地方税法の特例等に関する法

律（昭和４４年法律第４６号。第３２条にお

いて「租税条約等実施特例法」という。）第

３条の２の２第１０項に規定する条約適用

利子等の額及び同条第１２項に規定する条

約適用配当等の額をいう。以下この条におい

て同じ。）の合計額から地方税法第３１４条

の２第２項の規定による控除をした後の総

所得金額及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額の合計額

（以下「基礎控除後の総所得金額等」とい

う。）に、第１５条の所得割の保険料率を乗

じて算定する。 

規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金

額（同法附則第３５条の３第１５項の規定の

適用がある場合には、その適用後の金額）、

同法附則第３５条の２の２第５項に規定す

る上場株式等に係る譲渡所得等の金額（同法

附則第３５条の２の６第１５項又は第３５

条の３第１３項若しくは第１５項の規定の

適用がある場合には、その適用後の金額）、

同法附則第３５条の４第４項に規定する先

物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第３

５条の４の２第７項の規定の適用がある場

合には、その適用後の金額）、外国居住者等

の所得に対する相互主義による所得税等の

非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１

４４号）第８条第２項（同法第１２条第５項

及び第１６条第２項において準用する場合

を含む。第３２条第１項第１号において同

じ。）に規定する特例適用利子等の額、同法

第８条第４項（同法第１２条第６項及び第１

６項第３項において準用する場合を含む。同

号において同じ。）に規定する特例適用配当

等の額、租税条約等の実施に伴う所得税法、

法人税法及び地方税法の特例等に関する法

律（昭和４４年法律第４６号。第３２条にお

いて「租税条約等実施特例法」という。）第

３条の２の２第１０項に規定する条約適用

利子等の額及び同条第１２項に規定する条

約適用配当等の額をいう。以下この条におい

て同じ。）の合計額から地方税法第３１４条

の２第２項の規定による控除をした後の総

所得金額及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額の合計額

（以下「基礎控除後の総所得金額等」とい

う。）に、第１５条の所得割の保険料率を乗

じて算定する。 

２ （略） ２ （略） 
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（一般被保険者に係る後期高齢者支援金等

賦課総額） 

（一般被保険者に係る後期高齢者支援金等

賦課総額） 

第２０条の２ 保険料の賦課額のうち一般被

保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額（第

３２条、第３２条の３及び第３２条の４の規

定により後期高齢者支援金等賦課額を減額

するものとした場合にあっては、その減額す

ることになる額を含む。）の総額（以下「後

期高齢者支援金等賦課総額」という。）は、

第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲

げる額の見込額を控除した額を基準として

算定した額とする。 

第２０条の２ 保険料の賦課額のうち一般被

保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額（第

３２条及び第３２条の３の規定により後期

高齢者支援金等賦課額を減額するものとし

た場合にあっては、その減額することになる

額を含む。）の総額（以下「後期高齢者支援

金等賦課総額」という。）は、第１号に掲げ

る額の見込額から第２号に掲げる額の見込

額を控除した額を基準として算定した額と

する。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

イ （略） イ （略） 

ロ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険事業費納付金の納付に

要する費用に限る。）のための収入（法

附則第９条第１項の規定により読み替

えられた法第７２条の３第１項、第７２

条の３の２第１項及び第７２条の３の

３第１項の規定による繰入金を除く。）

の額 

ロ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険事業費納付金の納付に

要する費用に限る。）のための収入（法

附則第９条第１項の規定により読み替

えられた法第７２条の３第１項及び第

７２条の３の２第１項の規定による繰

入金を除く。）の額 

（介護納付金賦課総額） （介護納付金賦課総額） 

第２１条 保険料の賦課額のうち介護納付金

賦課額（第３２条及び第３２条の４の規定に

より介護納付金賦課額を減額するものとし

た場合にあっては、その減額することになる

額を含む。）の総額（以下「介護納付金賦課

総額」という。）は、第１号に掲げる額の見

込額から第２号に掲げる額の見込額を控除

した額を基準として算定した額とする。 

第２１条 保険料の賦課額のうち介護納付金

賦課額（第３２条の規定により介護納付金賦

課額を減額するものとした場合にあっては、

その減額することになる額を含む。）の総額

（以下「介護納付金賦課総額」という。）は、

第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲

げる額の見込額を控除した額を基準として

算定した額とする。 

(1) （略） (1) （略） 
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(2) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

イ （略） イ （略） 

ロ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険事業費納付金の納付に

要する費用に限る。）のための収入（法

附則第９条第１項の規定により読み替

えられた法第７２条の３第１項及び第

７２条の３の３第１項の規定による繰

入金を除く。）の額 

ロ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険事業費納付金の納付に

要する費用に限る。）のための収入（法

附則第９条第１項の規定により読み替

えられた法第７２条の３第１項及び第

７２条の３の２第１項の規定による繰

入金を除く。）の額 

（賦課期日後において納付義務の発生、消滅

又は被保険者数の異動等があった場合） 

（賦課期日後において納付義務の発生、消滅

又は被保険者数の異動等があった場合） 

第２９条 保険料の賦課期日後に納付義務が

発生した場合、一世帯に属する被保険者数が

増加若しくは減少した場合、一世帯に属する

被保険者が介護納付金賦課被保険者となっ

た若しくは介護納付金賦課被保険者でなく

なった場合又は国民健康保険法施行令第２

９条の７の２第２項に規定する特例対象被

保険者等（以下「特例対象被保険者等」とい

う。）となった若しくは特例対象被保険者等

でなくなった場合における当該納付義務者

に係る第１２条若しくは第１６条の額、第２

０条の３若しくは第２０条の７の額（被保険

者数が増加若しくは減少した場合（特定同一

世帯所属者に該当することにより被保険者

数が減少した場合を除く。）又は特例対象被

保険者等となった場合における当該納付義

務者に係る世帯別平等割額を除く。）、第２

２条の額又は第３２条第１項各号に定める

額、同条第３項若しくは第４項の規定により

読み替えて準用する同条第１項各号に定め

る額、第３２条の３第１項（同条第３項の規

定により読み替えて準用する場合を含む。次

項において同じ。）に定める第１５条若しく

は第１９条の基礎賦課額の被保険者均等割

第２９条 保険料の賦課期日後に納付義務が

発生した場合、一世帯に属する被保険者数が

増加若しくは減少した場合、一世帯に属する

被保険者が介護納付金賦課被保険者となっ

た若しくは介護納付金賦課被保険者でなく

なった場合又は国民健康保険法施行令第２

９条の７の２第２項に規定する特例対象被

保険者等（以下「特例対象被保険者等」とい

う。）となった若しくは特例対象被保険者等

でなくなった場合における当該納付義務者

に係る第１２条若しくは第１６条の額、第２

０条の３若しくは第２０条の７の額（被保険

者数が増加若しくは減少した場合（特定同一

世帯所属者に該当することにより被保険者

数が減少した場合を除く。）又は特例対象被

保険者等となった場合における当該納付義

務者に係る世帯別平等割額を除く。）、第２

２条の額又は第３２条第１項各号に定める

額、同条第３項若しくは第４項の規定により

読み替えて準用する同条第１項各号に定め

る額の算定は、それぞれ、その納付義務が発

生した日、一世帯に属する被保険者数が増加

若しくは減少した日（法第６条第１号から第

８号までの規定のいずれかに該当したこと
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の保険料率にそれぞれ１０分の５を乗じて

得た額、第３２条の３第４項第１号（同条第

６項の規定により読み替えて準用する場合

を含む。次項において同じ。）に定める額、

第３２条の４第１項各号（同条第３項又は第

４項の規定により読み替えて準用する場合

を含む。次項において同じ。）に定める額若

しくは同条第５項各号（同条第７項又は第８

項の規定により読み替えて準用する場合を

含む。次項において同じ。）に定める額の算

定は、それぞれ、その納付義務が発生した日、

一世帯に属する被保険者数が増加若しくは

減少した日（法第６条第１号から第８号まで

の規定のいずれかに該当したことにより被

保険者数が減少した場合においては、その減

少した日が月の初日であるときに限り、その

前日とする。）、一世帯に属する被保険者が

介護納付金賦課被保険者となった若しくは

介護納付金賦課被保険者でなくなった日又

は特例対象被保険者等となった日若しくは

特例対象被保険者等ではなくなった日の属

する月から、月割りをもって行う。 

により被保険者数が減少した場合において

は、その減少した日が月の初日であるときに

限り、その前日とする。）、一世帯に属する

被保険者が介護納付金賦課被保険者となっ

た若しくは介護納付金賦課被保険者でなく

なった日又は特例対象被保険者等となった

日の属する月から、月割りをもって行う。 

２ 保険料の賦課期日後に納付義務が消滅し

た場合における当該納付義務者に係る第１

２条若しくは第１６条の額、第２０条の３若

しくは第２０条の７の額、第２２条の額又は

第３２条第１項各号に定める額、同条第３項

若しくは第４項の規定により読み替えて準

用する同条第１項各号に定める額、第３２条

の３第１項に定める第１５条若しくは第１

９条の基礎賦課額の被保険者均等割の保険

料率にそれぞれ１０分の５を乗じて得た額、

第３２条の３第４項第１号に定める額、第３

２条の４第１項各号に定める額若しくは同

条第５項各号に定める額の算定は、その納付

義務が消滅した日（法第６条第１号から第８

２ 保険料の賦課期日後に納付義務が消滅し

た場合における当該納付義務者に係る第１

２条若しくは第１６条の額、第２０条の３若

しくは第２０条の７の額、第２２条の額又は

第３２条第１項各号に定める額、同条第３項

若しくは第４項の規定により読み替えて準

用する同条第１項各号に定める額の算定は、

その納付義務が消滅した日（法第６条第１号

から第８号までの規定のいずれかに該当し

たことにより納付義務が消滅した場合にお

いては、その消滅した日が月の初日であると

きに限り、その前日とする。）の属する月の

前月まで、月割りをもって行う。 
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号までの規定のいずれかに該当したことに

より納付義務が消滅した場合においては、そ

の消滅した日が月の初日であるときに限り、

その前日とする。）の属する月の前月まで、

月割りをもって行う。 

（低所得者の保険料の減額） （低所得者の保険料の減額） 

第３２条 次の各号に該当する納付義務者に

対して課する保険料の賦課額のうち基礎賦

課額は、第１２条又は第１６条の基礎賦課額

から、それぞれ、当該各号に定める額を減額

して得た額（当該減額して得た額が６５万円

を超える場合には、６５万円）とする。 

第３２条 次の各号に該当する納付義務者に

対して課する保険料の賦課額のうち基礎賦

課額は、第１２条又は第１６条の基礎賦課額

から、それぞれ、当該各号に定める額を減額

して得た額（当該減額して得た額が６５万円

を超える場合には、６５万円）とする。 

(1) 世帯主、当該年度の保険料賦課期日（賦

課期日後に保険料の納付義務が発生した

場合には、その発生した日とする。）現在

においてその世帯に属する被保険者及び

特定同一世帯所属者につき算定した地方

税法第３１４条の２第１項に規定する総

所得金額（青色専従者給与額又は事業専従

者控除額については、同法第３１３条第３

項、第４項又は第５項の規定を適用せず、

所得税法第５７条第１項、第３項又は第４

項の規定の例によらないものとし、山林所

得金額及び他の所得と区分して計算され

る所得の金額（地方税法附則第３３条の２

第５項に規定する上場株式等に係る配当

所得等の金額（同法附則第３５条の２の６

第８項又は第１１項の規定の適用がある

場合には、その適用後の金額）、同法附則

第３３条の３第５項に規定する土地等に

係る事業所得等の金額、同法附則第３４条

第４項に規定する長期譲渡所得の金額、同

法附則第３５条第５項に規定する短期譲

渡所得の金額、同法附則第３５条の２第５

項に規定する一般株式等に係る譲渡所得

等の金額（同法附則第３５条の３第１５項

(1) 世帯主、当該年度の保険料賦課期日（賦

課期日後に保険料の納付義務が発生した

場合には、その発生した日とする。）現在

においてその世帯に属する被保険者及び

特定同一世帯所属者につき算定した地方

税法第３１４条の２第１項に規定する総

所得金額（青色専従者給与額又は事業専従

者控除額については、同法第３１３条第３

項、第４項又は第５項の規定を適用せず、

所得税法（昭和４０年法律第３３号）第５

７条第１項、第３項又は第４項の規定の例

によらないものとし、山林所得金額並びに

他の所得と区分して計算される所得の金

額（地方税法附則第３３条の２第５項に規

定する上場株式等に係る配当所得等の金

額（同法附則第３５条の２の６第１１項又

は第１５項の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額）、同法附則第３３条の

３第５項に規定する土地等に係る事業所

得等の金額、同法附則第３４条第４項に規

定する長期譲渡所得の金額、同法附則第３

５条第５項に規定する短期譲渡所得の金

額、同法附則第３５条の２第５項に規定す

る一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同
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の規定の適用がある場合には、その適用後

の金額）、同法附則第３５条の２の２第５

項に規定する上場株式に係る譲渡所得等

の金額（同法附則第３５条の２の６第１１

項又は第３５条の３第１３項若しくは第

１５項の規定の適用がある場合には、その

適用後の金額）、同法附則第３５条の４第

４項に規定する先物取引に係る雑所得等

の金額（同法附則第３５条の４の２第７項

の規定の適用がある場合には、その適用後

の金額）、外国居住者等の所得に対する相

互主義による所得税等の非課税等に関す

る法律第８条第２項に規定する特例適用

利子等の額及び同条第４項に規定する特

例適用配当等の額、租税条約等実施特例法

第３条の２の２第１０項に規定する条約

適用利子等の額及び同条第１２項に規定

する条約適用配当等の額をいう。以下この

項において同じ。）の算定についても同様

とする。以下同じ。）及び山林所得金額並

びに他の所得と区分して計算される所得

の金額の合算額が、地方税法第３１４条の

２第２項第１号に定める金額（世帯主並び

に当該世帯主の世帯に属する被保険者及

び特定同一世帯所属者（次号及び第３号に

おいて「世帯主等」という。）のうち給与

所得を有する者（前年中に同条第１項に規

定する総所得金額に係る所得税法第２８

条第１項に規定する給与所得について同

条第３項に規定する給与所得控除額の控

除を受けた者（同条第１項に規定する給与

等の収入金額が５５万円を超える者に限

る。）をいう。以下この号において同じ。）

の数及び公的年金等に係る所得を有する

者（前年中に地方税法第３１４条の２第１

項に規定する総所得金額に係る所得税法

法附則第３５条の３第１５項の規定の適

用がある場合には、その適用後の金額）、

同法附則第３５条の２の２第５項に規定

する上場株式に係る譲渡所得等の金額（同

法附則第３５条の２の６第１５項又は第

３５条の３第１３項若しくは第１５項の

規定の適用がある場合には、その適用後の

金額）、同法附則第３５条の４第４項に規

定する先物取引に係る雑所得等の金額（同

法附則第３５条の４の２第７項の規定の

適用がある場合には、その適用後の金額）、

外国居住者等の所得に対する相互主義に

よる所得税等の非課税等に関する法律第

８条第２項に規定する特例適用利子等の

額、同法第８条第４項に規定する特例適用

配当等の額、租税条約等実施特例法第３条

の２の２第１０項に規定する条約適用利

子等の額及び同条第１２項に規定する条

約適用配当等の額をいう。以下この項にお

いて同じ。）の算定についても同様とする。

以下同じ。）及び山林所得金額並びに他の

所得と区分して計算される所得の金額の

合算額が、地方税法第３１４条の２第２項

第１号に定める金額（世帯主並びに当該世

帯主の世帯に属する被保険者及び特定同

一世帯所属者（次号及び第３号において

「世帯主等」という。）のうち給与所得を

有する者（前年中に同条第１項に規定する

総所得金額に係る所得税法第２８条第１

項に規定する給与所得について同条第３

項に規定する給与所得控除額の控除を受

けた者（同条第１項に規定する給与等の収

入金額が５５万円を超える者に限る。）を

いう。以下この号において同じ。）の数及

び公的年金等に係る所得を有する者（前年

中に地方税法第３１４条の２第１項に規
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第３５条第３項に規定する公的年金等に

係る所得について同条第４項に規定する

公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢

６５歳未満の者にあっては当該公的年金

等の収入金額が６０万円を超える者に限

り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公

的年金等の収入金額が１１０万円を超え

る者に限る。）をいい、給与所得を有する

者を除く。）の数の合計数（次号及び第３

号において「給与所得者等の数」という。）

が２以上の場合にあっては、地方税法第３

１４条の２第２項第１号に定める金額に

当該給与所得者等の数から１を減じた数

に１０万円を乗じて得た金額を加えた金

額）を超えない世帯に係る保険料の納付義

務者 

  イに掲げる額に当該世帯に属する被保

険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被

保険者均等割額の算定の対象とされるも

のの数を乗じて得た額とロに掲げる額と

を合算した額 

定する総所得金額に係る所得税法第３５

条第３項に規定する公的年金等に係る所

得について同条第４項に規定する公的年

金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳

未満の者にあっては当該公的年金等の収

入金額が６０万円を超える者に限り、年齢

６５歳以上の者にあっては当該公的年金

等の収入金額が１１０万円を超える者に

限る。）をいい、給与所得を有する者を除

く。）の数の合計数（次号及び第３号にお

いて「給与所得者等の数」という。）が２

以上の場合にあっては、地方税法第３１４

条の２第２項第１号に定める金額に当該

給与所得者等の数から１を減じた数に１

０万円を乗じて得た金額を加えた金額）を

超えない世帯に係る保険料の納付義務者 

  イに掲げる額に当該世帯に属する被保

険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被

保険者均等割額の算定の対象とされるも

のの数を乗じて得た額とロに掲げる額と

を合算した額 

イ・ロ （略） イ・ロ （略） 

(2)・(3) （略） (2)・(3) （略） 

２ 第１５条第２項及び第３項の規定は、前項

各号イ及びロに規定する額（同項に規定する

第１号の１人当たり軽減額、第２号の１人当

たり軽減額及び第３号の１人当たり軽減額）

の決定について準用する。この場合におい

て、同条第２項及び第３項の規定中「保険料

率」とあるのは「額」（「第１号の１人当た

り軽減額、第２号の１人当たり軽減額及び第

３号の１人当たり軽減額」）と読み替えるも

のとする。 

２ 第１５条第２項及び第３項の規定は、前項

各号イ及びロに規定する額（前項に規定する

第１号の１人当たり軽減額、第２号の１人当

たり軽減額及び第３号の１人当たり軽減額）

の決定について準用する。この場合において

第１５条第２項及び第３項の規定中「保険料

率」とあるのは「額」（「第１号の１人当た

り軽減額、第２号の１人当たり軽減額及び第

３号の１人当たり軽減額」）と読み替えるも

のとする。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

（未就学児の被保険者均等割額の軽減） （未就学児の被保険者均等割額の軽減） 
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第３２条の３ 当該年度において、その世帯に

６歳に達する日以後の最初の３月３１日以

前である被保険者（以下「未就学児」という。）

がある場合における当該被保険者に係る当

該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額

は、第１５条又は第１９条の基礎賦課額の被

保険者均等割の保険料率から、当該保険料率

に、それぞれ、１０分の５を乗じて得た額（第

１５条第２項の規定により端数の切上げを

行った後の額とする。）を控除して得た額と

する（第４項に掲げる場合を除く。）。 

第３２条の３ 当該年度において、その世帯に

６歳に達する日以後の最初の３月３１日以

前である被保険者（以下「未就学児」という。）

がある場合における当該被保険者に係る当

該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額

は、第１５条又は第１９条の基礎賦課額の被

保険者均等割の保険料額から、当該保険料額

に、それぞれ、１０分の５を乗じて得た額（第

１５条第２項の規定により端数の切り上げ

を行った後の額とする。）を控除して得た額

とする（第４項に掲げる場合を除く）。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 当該年度において、第３２条に規定する基

準に従い保険料を減額するものとした納付

義務者の世帯に未就学児がある場合におけ

る当該未就学児に係る当該年度の基礎賦課

額の被保険者均等割額は、第１号に掲げる額

から第２号に掲げる額を控除して得た額と

する。 

４ 当該年度において、第３２条に規定する基

準に従い保険料を減額するものとした納付

義務者の世帯に未就学児がある場合におけ

る当該未就学児に係る当該年度の基礎賦課

額の被保険者均等割額は、第１号に掲げる額

から第２号に掲げる額を控除して得た額と

する。 

(1) 第１５条又は第１９条の基礎賦課額の

被保険者均等割の保険料率から、当該保険

料率に第３２条第１項各号に規定する場

合に応じてそれぞれ同項各号イに掲げる

割合を乗じて得た額（同条第２項において

準用する第１５条第２項の規定により端

数の切上げを行った後の額とする。）を控

除して得た額 

(1) 第１５条又は第１９条の基礎賦課額の

被保険者均等割の保険料額から、当該保険

料額に第３２条第１項各号に規定する場

合に応じてそれぞれ同項各号イに掲げる

割合を乗じて得た額（同条第２項において

準用する第１５条第２項の規定により端

数の切り上げを行った後の額とする。）を

控除して得た額 

(2) 前号に掲げる額に、それぞれ１０分の５

を乗じて得た額（第１５条第２項の規定に

より端数の切上げを行った後の額とす

る。） 

(2) 前号に掲げる額に、それぞれ１０分の５

を乗じて得た額（第１５条第２項の規定に

より端数の切り上げを行った後の額とす

る。） 

５・６ （略） ５・６ （略） 

（出産被保険者の保険料の減額） 

第３２条の４ 当該年度において、世帯に出産

被保険者（国民健康保険法施行令第２９条の
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７第５項第８号に規定する出産被保険者を

いう。以下同じ。）がある場合における当該

世帯の納付義務者に対して課する保険料の

賦課額のうち基礎賦課額は、第１２条又は第

１６条の基礎賦課額から、次の各号の合算額

を減額して得た額（当該減額して得た額が６

５万円を超える場合には、６５万円）とする

（第５項に掲げる場合を除く。）。 

(1) 当該出産被保険者に係る基礎控除後の

総所得金額等に当該年度分の基礎賦課額

の所得割の保険料率を乗じて得た額に１

２分の１を乗じて得た額に、当該出産被保

険者の出産の予定日（国民健康保険法施行

規則第３２条の１０の２で定める場合に

は、出産の日。第３７条の３第１項及び第

２項において同じ。）の属する月（以下こ

の号において「出産予定月」という。）の

前月（多胎妊娠の場合には、３月前）から

出産予定月の翌々月までの期間（以下「産

前産後期間」という。）のうち当該年度に

属する月数を乗じて得た額 

(2) 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均

等割の保険料率に１２分の１を乗じて得

た額に、当該出産被保険者の産前産後期間

のうち当該年度に属する月数を乗じて得

た額 

２ 第１５条第２項の規定は、前項各号に定め

るところにより算定した額の決定について

準用する。この場合において、同条第２項の

規定中「保険料率」とあるのは「額」と読み

替えるものとする。 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合におい

て、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額」と、「第１２条又

は第１６条」とあるのは「第２０条の３又は
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第２０条の７」と、「６５万円」とあるのは

「２２万円」と、第２項中「第１５条」とあ

るのは「第２０条の６」と読み替えるものと

する。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦

課額の減額について準用する。この場合にお

いて、第１項中「規定する出産被保険者をい

う。以下同じ。」とあるのは「規定する出産

被保険者（介護納付金賦課被保険者である者

に限る。）をいう。以下この項において同じ。」

と、「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金

賦課額」と、「第１２条又は第１６条」とあ

るのは「第２２条」と、「６５万円」とある

のは「１７万円」と、第２項中「第１５条」

とあるのは「第２５条」と読み替えるものと

する。 

５ 当該年度において、第３２条に規定する基

準に従い保険料を減額するものとした納付

義務者の世帯に出産被保険者がある場合に

おける当該世帯の納付義務者に対して課す

る保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、当該

減額後の第１２条又は第１６条の基礎賦課

額から、次の各号の合算額を減額して得た額

（当該減額して得た額が６５万円を超える

場合には、６５万円）とする。 

(1) 当該出産被保険者に係る基礎控除後の

総所得金額等に当該年度分の基礎賦課額

の所得割の保険料率を乗じて得た額に１

２分の１を乗じて得た額に、当該出産被保

険者の産前産後期間のうち当該年度に属

する月数を乗じて得た額 

(2) 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均

等割の保険料率から、当該保険料率に第３

２条第１項各号に規定する場合に応じて

それぞれ同項各号イに掲げる割合を乗じ

て得た額を控除して得た額に１２分の１
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を乗じて得た額に、当該出産被保険者の産

前産後期間のうち当該年度に属する月数

を乗じて得た額 

６ 第１５条第２項の規定は、前項各号に定め

るところにより算定した額の決定について

準用する。この場合において、同条第２項の

規定中「保険料率」とあるのは「額」と読み

替えるものとする。 

７ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合におい

て、第５項中「基礎賦課額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額」と、「第１２条又

は第１６条」とあるのは「第２０条の３又は

第２０条の７」と、「６５万円」とあるのは

「２２万円」と、第６項中「第１５条」とあ

るのは「第２０条の６」と読み替えるものと

する。 

８ 第５項及び第６項の規定は、介護納付金賦

課額の減額について準用する。この場合にお

いて、第５項中「出産被保険者」とあるのは

「出産被保険者（介護納付金賦課被保険者で

ある者に限る。以下この項において同じ。）」

と、「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金

賦課額」と、「第１２条又は第１６条」とあ

るのは「第２２条」と、「６５万円」とある

のは「１７万円」と、第６項中「第１５条」

とあるのは「第２５条」と読み替えるものと

する。 

（保険料の額の通知） （保険料の額の通知） 

第３３条 （略） 第３３条 （略） 

（特例対象被保険者等に係る届出） （特例対象被保険者等に係る届出） 

第３７条の２ （略） 第３７条の２ （略） 

（出産被保険者に関する届出） 

第３７条の３ 出産被保険者の属する世帯の
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世帯主は、次に掲げる事項を記載した届書を

市長に提出しなければならない。 

(1) 世帯主の氏名、住所、生年月日及び個人

番号 

(2) 出産被保険者の氏名、住所、生年月日及

び個人番号 

(3) 出産の予定日 

(4) 単胎妊娠又は多胎妊娠の別 

２ 前項の届書には、次に掲げる書類を添えな

ければならない。 

(1) 出産の予定日を明らかにすることがで

きる書類 

(2) 多胎妊娠の場合にあっては、その旨を明

らかにすることができる書類 

(3) 出産後に前項の規定による届出を行う

場合にあっては、出産した被保険者と当該

出産に係る子との身分関係を明らかにす

ることができる書類 

３ 第１項の規定による届出は、出産被保険者

の出産の予定日の６月前から行うことがで

きる。 

４ 第１項の規定にかかわらず、市長が、出産

被保険者について同項各号に掲げる事項及

び第２項各号に掲げる書類において明らか

にすべき事項を確認することができるとき

は、第１項の規定による届出を省略させるこ

とができる。 

（保険料に関する申告） （保険料に関する申告） 

第３８条 （略） 第３８条 （略） 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第３２条の４の規定は、令和５年度分の保険料のうち
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令和６年１月以後の期間に係るもの及び令和６年度以後の年度分の保険料につい

て適用し、令和５年度分の保険料のうち令和５年１２月以前の期間に係るもの及

び令和４年度分までの保険料については、なお従前の例による。 
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議第８１号 

   美濃加茂市水道事業給水条例の一部を改正する条例について 

 美濃加茂市水道事業給水条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

  令和５年１１月２９日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

記 

   美濃加茂市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

 美濃加茂市水道事業給水条例（昭和３３年美濃加茂市条例第７号）の一部を次の

ように改正する。 

改正後 改正前 

（工事の申込み） （工事の申込み） 

第１０条 給水装置の新設、増設、改造、修繕

（水道法（昭和３２年法律第１７７号。以下

「法」という。）第１６条の２第３項ただし

書の国土交通省令で定める給水装置の軽微

な変更を除く。第３７条第１項第５号及び第

３８条第４号において同じ。）又は撤去工事

（以下「工事」という。）をしようとする者

は、あらかじめ管理者に申し込み、その承認

を受けなければならない。 

第１０条 給水装置の新設、増設、改造、修繕

（水道法（昭和３２年法律第１７７号。以下

「法」という。）第１６条の２第３項ただし

書の厚生労働省令で定める給水装置の軽微

な変更を除く。第３７条第１項第５号及び第

３８条第４号において同じ。）又は撤去工事

（以下「工事」という。）をしようとする者

は、あらかじめ管理者に申し込み、その承認

を受けなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

（給水装置の基準違反に対する措置） （給水装置の基準違反に対する措置） 

第３６条 （略） 第３６条 （略） 

２ 管理者は、水の供給を受ける者の給水装置

が、指定工事事業者の施行した工事に係るも

のでないときは、その者の給水契約の申込み

を拒み、又はその者に対する給水を停止する

ことができる。ただし、法第１６条の２第３

項の国土交通省令で定める給水装置の軽微

２ 管理者は、水の供給を受ける者の給水装置

が、指定工事事業者の施行した工事に係るも

のでないときは、その者の給水契約の申込み

を拒み、又はその者に対する給水を停止する

ことができる。ただし、法第１６条の２第３

項の厚生労働省令で定める給水装置の軽微
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な変更であるとき又は当該給水装置の構造

及び材質が前項の基準に適合していること

を確認したときは、この限りでない。 

な変更であるとき又は当該給水装置の構造

及び材質が前項の基準に適合していること

を確認したときは、この限りでない。 

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議第８２号 

   美濃加茂市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正

する条例について 

 美濃加茂市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例を

下記のとおり制定する。 

  令和５年１１月２９日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

記 

   美濃加茂市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条

例 

 美濃加茂市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４２年美濃加茂市

条例第６号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（給与の種類） （給与の種類） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 手当の種類は、初任給調整手当、管理職手

当、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手

当、単身赴任手当、特殊勤務手当、時間外勤

務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日

直手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、

勤勉手当、災害派遣手当、武力攻撃災害等派

遣手当及び特定新型インフルエンザ等対策

派遣手当とする。 

３ 手当の種類は、初任給調整手当、管理職手

当、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手

当、単身赴任手当、特殊勤務手当、時間外勤

務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日

直手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、

勤勉手当、災害派遣手当、武力攻撃災害等派

遣手当及び新型インフルエンザ等緊急事態

派遣手当とする。 

４・５ （略） ４・５ （略） 

（災害派遣手当等） （災害派遣手当等） 

第１３条の２ （略） 第１３条の２ （略） 

２ （略） ２ （略） 
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３ 第１項の規定は、新型インフルエンザ等対

策特別措置法（平成２４年法律第３１号）第

２６条の８に規定する特定新型インフルエ

ンザ等対策の実施のため市に派遣された者

について準用する。この場合において、同項

中「災害派遣手当」とあるのは、「特定新型

インフルエンザ等対策派遣手当」と読み替え

るものとする。 

３ 第１項の規定は、新型インフルエンザ等対

策特別措置法（平成２４年法律第３１号）第

４４条に規定する新型インフルエンザ等緊

急事態措置の実施のため市に派遣された者

について準用する。この場合において、同項

中「災害派遣手当」とあるのは、「新型イン

フルエンザ等緊急事態派遣手当」と読み替え

るものとする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議第８３号 

令和５年度美濃加茂市一般会計補正予算（第５号） 

令和５年度美濃加茂市の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５３９，５１２千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２４，３５９，３３２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。  

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。  

令和５年１１月２９日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人 
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第　２　表 繰　越　明　許　費　補　正

千円

市庁舎等施設管理・改修事業 31,000

第6次総合計画推進事業 3,605

事　　　　　　業　　　　　　名 金　　　　額

（追加）

2 総務費 1 総務管理費

款 項
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債　　務　　負　　担　　行　　為　　補　　正

（追加） （単位：千円）

放課後児童健全育成事業運営業務
自　令和６年度

27,648
至　令和７年度

第　３　表

事　　　　　　　項 期　　間 限　　 度　  額

24,079
自　令和６年度

至　令和７年度
圏域公共交通網整備事業（定住）
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１　特別職

報酬 給料
期末手当
（千円）

地域
手当

寒冷地
手当

その他
の手当

計

（千円） （千円）
年間支給率
（月分）

（千円） （千円） （千円） （千円）

26,214 12,131 7,865 46,210 6,810 53,020

(4.5)

70,607 31,772 102,379 21,981 124,360

(4.5)

その他の
特別職

1,480 83,242 83,242 83,242

計 1,499 153,849 26,214 43,903 7,865 231,831 28,791 260,622

26,952 11,860 8,086 46,898 6,817 53,715

(4.4)

70,607 31,065 101,672 21,981 123,653

(4.4)

その他の
特別職

1,480 83,242 83,242 83,242

計 1,499 153,849 26,952 42,925 8,086 231,812 28,798 260,610

長　等 △ 738 271 △ 221 △ 688 △ 7 △ 695

議　員 707 707 707

その他の
特別職

計 △ 738 978 △ 221 19 △ 7 12

給 与 費 明 細 書

区分
職員数
（人）

給　　　与　　　費

共済費
（千円）

合計
（千円）

備考

補
正
後

長　等 3

議　員 16

補
正
前

長　等 3

議　員 16

比
較
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２　一般職
（１）総括

759

(2)

759

(1)

(1)

（　）内は内短時間勤務職員数を計上

扶養
手当

地域
手当

住居
手当

通勤
手当

特勤
手当

時間外
手当

管理職
手当

期末
手当

勤勉
手当

宿日直
手当

退職手当
負担金

単身赴
任手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補
正
後

32,630 37,148 18,413 15,127 30 119,758 36,907 310,443 224,931 1,065 156,414

補
正
前

32,796 38,110 15,320 13,944 30 109,040 36,866 306,270 219,470 1,065 155,700

比
較

△ 166 △ 962 3,093 1,183 10,718 41 4,173 5,461 714

職
員
手
当
の
内
訳

給料
（千円）

報酬
（千円）

区
分

区分

職員数
（人）

602,983 1,172,458
補
正
後

比
較

計
（千円）

給          与          費

職員手当
（千円）

952,866 2,728,307 489,999

494,833

14,506

備考

3,203,800

3,218,306

共済費
（千円）

合計
（千円）

6,543 △ 11,458 24,255 19,340 △ 4,834

補
正
前

596,440 1,183,916 928,611 2,708,967
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ア　会計年度任用職員以外の職員

330

(2)

334

(1)

△ 4

(1)

（　）内は内短時間勤務職員数を計上

扶養
手当

地域
手当

住居
手当

通勤
手当

特勤
手当

時間外
手当

管理職
手当

期末
手当

勤勉
手当

宿日直
手当

退職手当
負担金

単身赴
任手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補
正
後

32,630 37,148 18,413 15,127 30 119,758 36,907 256,205 224,931 1,065 156,414

補
正
前

32,796 38,110 15,320 13,944 30 109,040 36,866 252,939 219,470 1,065 155,700

比
較

△ 166 △ 962 3,093 1,183 10,718 41 3,266 5,461 714

区
分
職員数
（人）

給          与          費
共済費
（千円）

合計
（千円）

備考
報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）

補
正
後

1,172,458 898,628 2,071,086 404,795 2,475,881

補
正
前

1,183,916 875,280 2,059,196 412,243 2,471,439

4,442

職
員
手
当
の
内
訳

区分

比
較

△ 11,458 23,348 11,890 △ 7,448

- 119 -



イ　会計年度任用職員

429

425

4

（　）内は内短時間勤務職員数を計上

補
正
後

補
正
前

比
較

報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）

85,204

区
分
職員数
（人）

給          与          費
共済費
（千円）

合計
（千円）

54,238 657,221

備考

補
正
前

596,440 53,331 649,771 82,590 732,361

補
正
後

6,543 907 7,450 2,614

742,425602,983

53,331

907

10,064

職
員
手
当
の
内
訳

区分
期末
手当

(千円)

54,238

比
較
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(2)給料及び職員手当の増減額の明細
区
分

増減額
(千円)

△ 11,458 給与改定に 12,641 給与改定率（1.07％）

伴う増加分

その他の △ 24,099 新陳代謝・人事異動

増減分 に伴う増減分

24,255 給与改定に 18,961 地域手当 377

伴う増加分 期末手当 9,365 期末手当0.05月分増

勤勉手当 7,440 勤勉手当0.05月分増

退職手当負担金 1,779

その他の 5,294 扶養手当 △ 166

増減分 地域手当 △ 1,339

住居手当 3,093

通勤手当 1,183

時間外手当 10,718

管理職手当 41

期末手当 △ 5,192

勤勉手当 △ 1,979

退職手当負担金 △ 1,065

増減事由
別内訳(千円)

説　　明 備　　考

給
料

職
員
手
当
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（３）給料及び職員手当の状況
ア　職員１人当たり給与

イ　初任給

区　　　分 一般行政職 単純労務職

令和5年10月1日現在

平均給料月額(円） 309,526 ―

平均給与月額(円） 375,560 ―

平均年齢（歳） 42.8 ―

令和4年10月1日現在

平均給料月額(円） 308,648 ―

平均給与月額(円） 376,998 ―

平均年齢（歳） 42.5 ―

区　分 一般行政職（円）
国の制度

一般行政職（円）

高校卒 166,600 166,600

大学卒 196,200 196,200

- 122 -



ウ　級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

1級 40 12.27 1級 1 100.00

2級 70 21.47 2級

(1) (50.00)

3級 83 25.46 3級

4級 27 8.28 4級

(1) (50.00)

5級 63 19.33 5級

6級 35 10.74 

7級 8 2.45 

計 326 100.00 計 1 100.00

(2) (100.00)

43 13.35 1級 1 100.00

(1) (100.00)

2級 70 21.74 2級

3級 75 23.29 3級

4級 29 9.01 4級

5級 63 19.57 5級

6級 34 10.56 

7級 8 2.48 

計 322 100.00 計 1 100.00

(1) (100.00)

（　）内は短時間勤務職員数を計上

（令和5年度　級別の基準となる職務）

区分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級

区　　分
一般行政職 単純労務職

令和5年10月1日現在

令和4年10月1日現在

1級

課長 部長一般行政職 主事・技師 主任 主任主査 係長 課長補佐
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エ　昇給

一般行政職 単純労務職

(人） 330 329 1

(人） 261 260 1

1号給 (人） 10 10

2号給 (人） 1 1

3号給 (人） 17 17

4号給 (人） 233 232 1

6号給 (人）

8号給 (人）

（％） 79.1 79.0 100.0

(人） 334 333 1

(人） 260 259 1

1号給 (人） 3 3

2号給 (人） 1 1

3号給 (人） 21 21

4号給 (人） 235 234 1

5号給 (人）

6号給 (人）

8号給 (人）

（％） 77.8 77.8 100.0

合計
代表的な職種

補
正
後

職員数（A）

昇給に係る職員数（B）

昇給数別内訳

比率（B)／（A)

補
正
前

職員数（A）

昇給に係る職員数（B）

昇給数別内訳

比率（B)／（A)

区　　　分
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オ　期末手当・勤勉手当

区
分

6月(月分) 12月(月分) 支給率計（月分）

職制上の段階、職
務の

級等による加算措
置

備考

2.2 2.3 4.5

（1.15） （1.2） (2.35)

2.2 2.2 4.4

（1.15） （1.15） (2.30)

2.2 2.3 4.5

（1.15） （1.2） (2.35)

（　）内は再任用職員の支給率を計上

カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

支
給
率
等

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特
例措置
（2～45％加算）

国
の
制
度

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特
例措置
（2～45％加算）

キ　地域手当

岐阜市 各務原市 美濃加茂市

6.0 3.0 3.0

1 1 320

6.0 3.0 3.0

補
正
後

有

補
正
前

有

国
の
制
度

有

国の指定基準に
基づく支給率（％）

区
分

その他の加算措置
等

備考

支給対象地域

支給率（％）

支給対象職員数(人)
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限 度 額
期  間 金  額

千円
圏域公共交通網整備事業（定住）

24,079

放課後児童健全育成事業運営業務

27,648

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出

額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

前年度末までの

事　　　　　項 支出（見込）額
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期  間 金  額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円

R6－R7 24,079 11,738 12,341
千円 千円 千円

R6－R7 27,648 11,912 7,576 8,160

当該年度以降の 左　　　の　　　財　　　源　　　内　　　訳

支出予定額 特　　　定　　　財　　　源 一般財源

- 128 -



- 129 -



議第８４号

   令和５年度美濃加茂市国民健康保険会計補正予算（第２号）

 令和５年度美濃加茂市の国民健康保険会計補正予算（第２号）は、次に定めるとこ

ろによる。

 （歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２，１４５千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ５，１９０，２７４千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

   令和５年１１月２９日提出

美濃加茂市長  藤 井 浩 人  
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議第８５号 

令和５年度美濃加茂市介護保険会計補正予算（第３号） 

令和５年度美濃加茂市の介護保険会計補正予算（第３号）は、次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１０，６７７千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４，２９３，６６２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

令和５年１１月２９日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人 
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１　一般職
（１）総括

補
正
後

23

補
正
前

22

比
較

1

扶養
手当

地域
手当

住居
手当

通勤
手当

特勤
手当

時間外
手当

管理職
手当

期末
手当

勤勉
手当

宿日直
手当

退職手当
負担金

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補
正
後

656 1,142 246 585 1,804 748 10,503 6,806 4,755

補
正
前

696 1,113 246 549 1,804 748 10,024 6,547 4,634

比
較

△ 40 29 36 479 259 121

給 与 費 明 細 書

職
員
手
当
の
内
訳

区分

1,984 920 884

合計
（千円）

327 4,115

22,444 35,636

27,245

84,441 12,472 96,913

24,428

3,788

区
分
職員数
（人）

給          与          費
共済費
（千円）

36,556

26,361

備考
報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）

88,229 12,799 101,028
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ア　会計年度任用職員以外の職員

補
正
後

10

補
正
前

10

比
較

扶養
手当

地域
手当

住居
手当

通勤
手当

特勤
手当

時間外
手当

管理職
手当

期末
手当

勤勉
手当

宿日直
手当

退職手当
負担金

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補
正
後

656 1,142 246 585 1,804 748 7,839 6,806 4,755

補
正
前

696 1,113 246 549 1,804 748 7,580 6,547 4,634

比
較

△ 40 29 36 259 259 121

職
員
手
当
の
内
訳

区分

920 664 1,584 180 1,764

35,636 23,917 59,553 11,214 70,767

36,556 24,581 61,137 11,394 72,531

区
分
職員数
（人）

給          与          費
共済費
（千円）

合計
（千円）

備考
報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）
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イ　会計年度任用職員

補
正
後

13

補
正
前

12

比
較

1

補
正
後

補
正
前

比
較

職
員
手
当
の
内
訳

区分
期末
手当

(千円)

2,664

2,444

220

1,984 220 2,204 147 2,351

22,444 2,444 24,888 1,258 26,146

24,428 2,664 27,092 1,405 28,497

区
分
職員数
（人）

給          与          費
共済費
（千円）

合計
（千円）

備考
報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）
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(2)給料及び職員手当の増減額の明細
区
分

増減額
(千円)

920 給与改定に 411 給与改定率（1.30％）

伴う増加分

その他の 509 新陳代謝・人事異動

増減分 に伴う増減分

884 給与改定に 546 地域手当 13

伴う増加分 期末手当 271 期末手当0.05月分増

勤勉手当 209 勤勉手当0.05月分増

退職手当負担金 53

その他の 338 扶養手当 △ 40

増減分 地域手当 16

通勤手当 36

期末手当 208

勤勉手当 50

退職手当負担金 68

増減事由
別内訳(千円)

説　　明 備　　考

給
料

職
員
手
当
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（３）給料及び職員手当の状況
ア　職員１人当たり給与

イ　初任給

高校卒 166,600 166,600

大学卒 196,200 196,200

平均年齢（歳） 37.9

区　分 一般行政職（円）
国の制度

一般行政職（円）

平均年齢（歳） 39.4

令和4年10月1日現在

平均給料月額(円） 280,529

平均給与月額(円） 327,944

区　　分 一般行政職

令和5年10月1日現在

平均給料月額(円） 291,933

平均給与月額(円） 337,440
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ウ　級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％）

1級 1 11.12

2級 2 22.22

3級 3 33.33

4級 2 22.22

5級

6級 1 11.11

7級

計 9 100.00

1級 2 16.67

2級 3 25.00

3級 3 25.00

4級 3 25.00

5級

6級 1 8.33

7級

計 12 100.00

（令和5年度　級別の基準となる職務）

区分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級

課長補佐 課長 部長

区　　分
一般行政職

令和5年10月1日現在

令和4年10月1日現在

一般行政職 主事 主任 主任主査 係長
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エ　昇給

代表的な職種

一般行政職

(人） 10 10

(人） 10 10

2号給 (人）

3号給 (人） 2 2

4号給 (人） 8 8

6号給 (人）

8号給 (人）

（％） 100.0 100.0

(人） 10 10

(人） 10 10

2号給 (人）

3号給 (人） 1 1

4号給 (人） 9 9

6号給 (人）

8号給 (人）

（％） 92.9 92.9

補
正
前

職員数（A）

昇給に係る職員数（B）

昇給数別内訳

比率（B)／（A)

区　　分 合計

補
正
後

職員数（A）

昇給に係る職員数（B）

昇給数別内訳

比率（B)／（A)
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オ　期末手当・勤勉手当

区
分

6月(月分) 12月(月分) 支給率計（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備考

補
正
後

2.2 2.3 4.5 有

補
正
前

2.2 2.2 4.4 有

国
の
制
度

2.2 2.3 4.5 有

カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の加算措置等

（月分） （月分） （月分） （月分）

支
給
率
等

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
（2～45％加算）

国
の
制
度

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
（2～45％加算）

キ　地域手当

3.0

10

3.0

区
分

備考

支給率（％）

支給対象職員数(人)

国の指定基準に
基づく支給率（％）
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議第８６号 

令和５年度美濃加茂市介護認定・障がい者自立支援認定審査会会計補

正予算（第１号） 

令和５年度美濃加茂市の介護認定・障がい者自立支援認定審査会会計補正予算（第

１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２５６千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ４０，７２３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

令和５年１１月２９日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人 
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１　一般職
（１）総括

補
正
後

3

補
正
前

3

比
較

扶養
手当

地域
手当

住居
手当

通勤
手当

特勤
手当

時間外
手当

管理職
手当

期末
手当

勤勉
手当

宿日直
手当

退職手当
負担金

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補
正
後

259 148 24 73 1,483 909

補
正
前

78 143 24 73 1,437 885

比
較

181 5 46 24

給 与 費 明 細 書

区
分
職員数
（人）

給          与          費
共済費
（千円）

合計
（千円）

備考
報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）

3,195 4,684 2,896 10,775 10,775

256

3,195 4,684 2,640 10,519 10,519

職
員
手
当
の
内
訳

区分

256 256
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ア　会計年度任用職員以外の職員

補
正
後

1

補
正
前

1

比
較

扶養
手当

地域
手当

住居
手当

通勤
手当

特勤
手当

時間外
手当

管理職
手当

期末
手当

勤勉
手当

宿日直
手当

退職手当
負担金

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補
正
後

259 148 24 73 1,124 909

補
正
前

78 143 24 73 1,078 885

比
較

181 5 46 24

区
分
職員数
（人）

給          与          費
共済費
（千円）

合計
（千円）

備考
報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）

4,684 2,537 7,221 7,221

256

4,684 2,281 6,965 6,965

職
員
手
当
の
内
訳

区分

256 256
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イ　会計年度任用職員

補
正
後

2

補
正
前

2

比
較

補
正
後

補
正
前

比
較

区
分
職員数
（人）

給          与          費
共済費
（千円）

合計
（千円）

備考
報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）

3,195 359 3,554 3,554

3,195 359 3,554 3,554

職
員
手
当
の
内
訳

区分
期末
手当

(千円)

359

359
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(2)給料及び職員手当の増減額の明細
区
分

増減額
(千円)

256 給与改定に 56 地域手当 1

伴う増加分 期末手当 30 期末手当0.05月分増

勤勉手当 25 勤勉手当0.05月分増

その他の 200 扶養手当 181

増減分 地域手当 4

期末手当 16

勤勉手当 △ 1

増減事由
別内訳(千円)

説　　明 備　　考

職
員
手
当
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（３）給料及び職員手当の状況

ア　初任給

大学卒 196,200 196,200

区　分 一般行政職（円）
国の制度

一般行政職（円）

高校卒 166,600 166,600
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エ　期末手当・勤勉手当

区
分

6月(月分) 12月(月分) 支給率計（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備考

補
正
後

2.2 2.3 4.5 有

補
正
前

2.2 2.2 4.4 有

国
の
制
度

2.2 2.3 4.5 有

オ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の加算措置等

（月分） （月分） （月分） （月分）

支
給
率
等

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
（2～45％加算）

国
の
制
度

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
（2～45％加算）

カ　地域手当

3.0

1

3.0

区
分

備考

支給率（％）

支給対象職員数(人)

国の指定基準に
基づく支給率（％）
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議第８７号 

令和５年度美濃加茂市水道事業会計補正予算（第３号） 

（総則） 

第１条 令和５年度美濃加茂市水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定める

ところによる。 

（業務の予定量の補正） 

第２条 令和５年度美濃加茂市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に

定めた業務の予定量を次のとおり補正する。 

(4) 主な建設改良事業 

（ 事  項 ）    （既決予定額） （補正予定額）   （ 計 ） 

配水設備改良事業    446,874 千円   88,000 千円   534,874 千円 

（資本的収入及び支出の補正） 

第３条 予算第４条中「不足する額５６４，６３３千円」を「不足する額６２４，

６３３千円」に、「過年度分損益勘定留保資金４７４，４８３千円」を「過年度分

損益勘定留保資金５３４，４８３千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を

次のとおり補正する。 

収     入 

（ 科  目 ）    （既決予定額） （補正予定額）   （ 計 ） 

第１款 資本的収入   239,609 千円   28,000 千円   267,609 千円 

第３項 補助金     61,000 千円    28,000 千円    89,000 千円 

支     出 

（ 科  目 ）    （既決予定額） （補正予定額）   （ 計 ） 

第１款 資本的支出   804,242 千円   88,000 千円   892,242 千円 

  第１項 建設改良費  499,092 千円    88,000 千円   587,092 千円 

  令和５年１１月２９日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   
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収　入 （単位：千円）

1 資本的収入 239,609 28,000 267,609

3 補 助 金 61,000 28,000 89,000

1 補 助 金 61,000 28,000 89,000

支　出 （単位：千円）

1 資本的支出 804,242 88,000 892,242

1 建 設改良費 499,092 88,000 587,092

2 配 水 設 備 改 良 費 446,874 88,000 534,874

令和５年度美濃加茂市水道事業会計補正予算（第３号）実施計画

資本的収入及び支出

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

計款 項 目 既決予定額 補正予定額
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（単位：千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 15,499

　　　減価償却費 531,270

　　　賞与引当金の増減額（減少は△） 579

　　　長期前受金戻入益 △ 295,675

　　　受取利息及び配当金 △ 1,722

　　　支払利息 11,030

　　　資産減耗費 48,307

　　　未収金の増減額（増加は△） △ 10,122

　　　たな卸資産の増減額（増加は△） △ 97

　　　未払金の増減額（減少は△） 76,288

　　　その他流動負債の増減額（減少は△） 1,364

　　　　　小計 376,721

　　　利息及び配当金の受取額 1,722

　　　利息の支払額 △ 11,030

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 367,413

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 507,633

　　　国庫補助金等による収入 66,336

　　　一般会計からの繰入金による収入 896

　　　工事負担金の受入による収入 70,803

　　　分担金の受入による収入 87,330

　　　他会計貸付金による支出 △ 215,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 497,268

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 90,150

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 90,150

Ⅳ　資金増加額（又は減少額） △ 220,005

Ⅴ　資金期首残高 1,977,774

Ⅵ　資金期末残高 1,757,769

令和５年度美濃加茂市水道事業予定キャッシュ･フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
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（単位：千円）

１

（１）

イ 465,589

ロ 1,011,333

△ 317,197 694,136

ハ 19,268,991

△ 9,241,350 10,027,641

ニ 2,157,013

△ 1,616,413 540,600

ホ 19,888

△ 15,375 4,513

ヘ
38,570

△ 25,910 12,660

ト 29,350

11,774,489

（２）

イ 500,000

ロ 577,000

1,077,000

12,851,489

２

（１） 1,757,769

（２） 212,612

△ 500 212,112

（３） 1,143

（４） 1,341

1,972,365

14,823,854

減価償却累計額

令和５年度美濃加茂市水道事業予定貸借対照表
（令和６年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

他 会 計 貸 付 金

車両及び運搬具

減価償却累計額

工 具 器 具
及 び 備 品

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

投資その他の資産
合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

その他流動 資産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３
（１）

イ

413,039
413,039

（２）

イ 93,520
93,520

506,559
４
（１）

イ

83,397
83,397

（２） 379,240
（３） 0
（４）

イ 7,341
7,341

（５） 14,766
484,744

５
11,912,982
△ 6,007,560

5,905,422

6,896,725

６ 6,871,250

７
（１）

イ 4,164
4,164

（２）

イ 646,066
ロ 300,000

ハ
105,649

1,051,715
1,055,879

7,927,129

14,823,854

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債
企 業 債
建 設 改 良 費 等 の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

企 業 債 合 計
引 当 金

引 当 金 合 計

退職給付引当金
引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債
建 設 改 良 費 等 の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

企 業 債 合 計
未 払 金
前 受 金
引 当 金
賞 与 引 当 金

その他流動 負債
流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

資本剰余金 合計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部
資 本 金

剰 余 金
資 本 剰 余 金
補 助 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金
建設改良積立金

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金
利益剰余金 合計
剰 余 金 合 計
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議第８８号 

指定管理者の指定について 

 太田宿中山道会館の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

  令和５年１１月２９日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

                  記 

１ 公の施設の名称 

   太田宿中山道会館 

２ 指定管理者となる団体の名称等 

株式会社 三和サービス 

   代表取締役 林 正 和 

３ 指定管理者となる団体の所在地 

岐阜市西鶉１丁目５２番地 

４ 指定の期間 

   令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 
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議第８９号

   市道路線の認定について

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により、下記のとおり

市道路線を認定することについて、同条第２項の規定により議会の議決を求める。

  令和５年１１月２９日提出

美濃加茂市長  藤 井 浩 人  

                  記

番号 路線名 
起         点 重要な 

経過地 終         点 

１ 
新池７１

２号線 

美濃加茂市新池町二丁目１５番１１地先   

美濃加茂市新池町二丁目１５番１４地先 
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新規認定路線 ①：新池７１２号線

新池７１２号線
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新規認定路線 ①：新池７１２号線

新池７１２号線
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議第９０号 

美濃加茂市教育委員会の委員の任命について 

 美濃加茂市教育委員会の委員に下記の者を任命したいから、地方教育行政の組織

及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により、

議会の同意を求める。 

令和５年１１月２９日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

記 

住  所   

氏  名  榊 間 月 絵 

生年月日   
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